
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 22 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 18 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 37 件

国民年金関係 18 件

厚生年金関係 19 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 2521 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年１月から 43年３月までの期間及び 45 年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年１月から 43年３月まで 

             ② 昭和 45年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 41年から 43年当時は、各地を転々としていたため、国民年金

保険料の納付が滞っていたが、46 年６月に未納とされていた保険料をＡ市

で納付したことを覚えており、その時の領収書を保管している。 

また、昭和 45 年１月から同年３月までの未納とされている期間について

も保険料を納めたはずである。領収書などの納付したことが分かるものは無

いが、納付書が届いた時は、すべて納付してきたので、申立期間が未納とさ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間を除き、昭和 36 年４月の国民年金制度発足当初から

60 歳に到達する平成８年＊月まで国民年金保険料の未納は無く、納付意識

は高かったものと認められるとともに、申立期間①及び②は合わせても 18

か月と比較的短期間である。 

２ 申立期間①については、申立人は、社会保険事務所（当時）が昭和 43 年

度に発行した納付期間を「昭和 41 年４月分から 42 年３月分」及び「昭和

42年４月分から 43年３月分」とする２枚の納付書・領収証書を所持してお

り、それらの納付日はいずれも第１回特例納付が実施されていた昭和 46 年

６月とされているところ、発行年度は昭和 43 年度であり、納付金額は当時

の保険料額が記載されていることから、申立人は過年度納付書として発行さ

れた納付書・領収証書をもって第１回特例納付期間中に保険料を納付したも

のとみられる。 



一方、社会保険事務所では、納付された保険料が約９か月分の特例納付保

険料に相当するものであったことから、未納であった昭和 41年４月から 43

年３月までの期間のうち、41年４月から同年 12月までの保険料が特例納付

されたものとして処理している形跡がうかがわれるところ、社会保険事務所

では、このような処理を行った場合、同年４月から同年 12 月までの特例納

付保険料に不足する保険料（150円）及び 42 年１月から 43年３月までの期

間の特例納付保険料に係る納付書を申立人へ送付していたと考えられる。 

上記のことから、申立人は納付書・領収証書に記載された期間について納

付する意思を有していたことは明らかであり、申立期間①の保険料に係る納

付書を受けた申立人が当該期間の保険料を納付したと考えても不自然では

ない。 

３ 申立期間②については、申立人が所持する国民年金手帳を見ると、当該期

間については検認印が無いことから、現年度納付はされていないことが確認

できるものの、申立人は昭和 46年７月から 47年３月までの保険料を同年７

月に過年度納付していることが確認でき、前記のとおり、国民年金に対する

納付意識の高かった申立人が３か月と短期間である当該期間の保険料を過

年度納付していたと考えても不自然ではない。 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。    

 



愛知国民年金 事案 2522 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年４月から７年３月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年１月から７年３月まで 

    私は、申立期間当時学生で、下宿していたＡ市で 20 歳から国民年金に加

入し、国民年金保険料を納付していた。しかし、下宿生活のため、途中で保

険料を納付できなくなった。大学を卒業した平成７年３月末ごろ、下宿を引

き払い、実家のあるＢ町の役場でＡ市からの転入手続と併せて、国民年金の

住所変更手続を行った。その際、役場の担当者から言われた未納期間の保険

料（10 数万円）は、母親から借りて、役場の窓口で納付した。申立期間の

保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時学生であり、下宿していたＡ市で 20 歳到達時に国

民年金の加入手続を行い、20歳到達時の平成４年＊月から５年 12月までの保

険料について現年度納付していることが確認できることから、年金制度への関

心が高かったことがうかがわれる。 

また、申立人は､大学を卒業した平成７年３月末ごろにＢ町役場で住所変更

手続を行い、申立期間の保険料は、母親から借りて、まとめて 10 数万円を同

町役場の窓口で納付したとしているところ、ⅰ）申立人が所持する年金手帳を

見ると、Ａ市からＢ町への住所変更手続は同年３月 29 日に行われていること

が確認できる上、母親は、手元にあった 10 数万円を保険料として申立人に渡

した覚えがあるとしていることから、申立人の主張に不自然な点は見受けられ

ないこと、ⅱ）申立期間当時、同町では、過年度保険料は取り扱っていなかっ

たが、現年度保険料を町役場窓口で納付することは可能であったとしており、

申立人は申立期間の保険料を町役場以外の金融機関、社会保険事務所（当時）



で納付したことはなかったとしていることから、申立人が納付したとする保険

料は現年度保険料であったものとみられること、ⅲ）申立人が同町で住所変更

手続を行った時点を基準とすると、申立期間のうち、６年１月から同年３月ま

での保険料は過年度保険料となることから、同町役場で納付することはできな

かったものの、同年４月から７年３月までの保険料は現年度保険料となり、同

町役場で納付することは可能であったことから、申立人は、申立期間のうち、

現年度納付が可能な６年４月から７年３月までの保険料を同町役場で納付し

たものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成６年４月から７年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 

 

 



愛知国民年金 事案 2523 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年３月、同年４月及び同年 12月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年３月及び同年４月 

             ② 昭和 60年 12月 

    私は、会社を退職（昭和 60年３月 20日）後、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の

加入手続を行った。社会保険事務所（当時）から国民年金保険料の未納分を

請求されたのですべて納付した。その後、その事務所職員から還付の連絡を

受けた時に、保険料の未納が無いことを確認している。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２期間で、合計しても３か月と短期間であり、かつ、申立人は、

国民年金加入期間において、申立期間を除き国民年金保険料の未納が無いこと

から、保険料の納付意識は高かったことがうかがわれる。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 62 年４月４日に払い出されていることから、

このころに申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手続の際に、資格取

得日をさかのぼって厚生年金保険被保険者資格を喪失した60年３月21日とす

る事務処理が行われたものとみられる。この手帳記号番号払出日を基準とする

と、申立期間①及び②共に保険料を過年度納付することが可能であった。 

さらに、申立人の納付記録を見ると、申立期間①及び②を除く過年度納付が

可能な期間はすべて納付済みとされていることから、申立人は、保険料の未納

期間が生じないよう努めていたことがうかがわれる上、申立期間②の前後の期

間は納付済みとされているにもかかわらず、当該期間のみ未納とされているの



は不自然である。このため、納付意識の高かった申立人が遡及
そきゅう

納付が可能な申

立期間①及び②の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



愛知国民年金 事案 2524 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 41年６月から 44年３月までの国民年金保

険料については、免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年６月から 44年３月まで 

             ② 昭和 46年４月から 50年３月まで 

    私は、昭和 50 年にＡ市役所から往復ハガキが届き、そのハガキを持って

同市役所に住所変更の手続に行ったところ、同年４月から同年 12 月までの

保険料を納めると、今まで納めていなかった分が免除されると言われた。こ

のため、言われたとおりの期間について保険料を納めたのに、申立期間の保

険料が免除とされていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出補助簿によると、申立人の国

民年金手帳記号番号は、資格取得日を昭和 40年６月 30日（平成 21年２月３

日に昭和 35年１月 10日から 41年６月 19日までが厚生年金保険被保険者期間

であったことが判明したことから、資格取得日は同年６月 19 日に訂正されて

いる。）として 42年 12月５日にＢ市Ｃ区で払い出されており、申立人が所持

する国民年金手帳の発行日は同年 12月 14日とされていることから、この時期

に申立人の加入手続が行われたものとみられる。申立人は、申立期間①及び②

の国民年金保険料は免除されていたとしているところ、Ｄ市が保管する申立人

の国民年金被保険者名簿を見ると、昭和 40年度の「法・申」欄に「６～３免」、

41年度、42年度及び 43年度の「法・申」欄にはそれぞれ「４～３免」と、44

年度及び 45 年度の「法・申」欄にはそれぞれ「４～３申」と記載されている

ことが確認できる。このことから、これら期間については、前述の加入手続が

行われたとみられる 42年 12月 14日時点において、さかのぼって当時資格取

得された 40年６月から 42年度までを法定免除とする事務処理が行われ、その



後の 43 年度も法定免除、44 年度及び 45 年度は法定免除の要件に該当しなく

なったことから申請免除とする取扱いが行われたものと推認される。このため、

申立期間①の保険料については、免除されていたものとみられる。 

一方、申立期間②について、申立人は、昭和 50年 11月 18日にＡ市役所保

険年金課から送付された往復ハガキを持参し、同市役所保険年金課において住

所変更手続を行った際に、同課職員から同年４月から同年 12 月までの保険料

を納付すると過去の未納分が免除されるとの説明を受けたとしているところ、

ⅰ）同市役所保険年金課から送付された往復ハガキの記載内容を見ると、国民

年金の加入勧奨及び特例納付による保険料納付の勧奨であることが確認でき、

過去の未納分が免除されるとの記載が無いこと、ⅱ）申立期間②当時、保険料

免除の取扱いは、「申請のあった日の属する月前における直近の基準月から」

とされており、この住所変更手続日を基準とすると、申立期間②は免除申請す

ることはできなかったものとみられることから、当該期間の保険料が免除され

ていたとは考え難い。 

また、申立人が申立期間②の保険料を免除されていたことを示す関連資料

（日記等）は無く、ほかに当該期間の保険料を免除されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和41年６月から44年３月までの国民年金保険料を免除されていたものと認め

られる。 

 

 



愛知厚生年金 事案 4479 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 33年 11月 26日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年 11月 26日から同年 12月 15日まで 

 私は、昭和 26年８月にＡ社に入社し、44年 10月に退社した。 

しかし、昭和 33年 11 月 26日付けでＡ社Ｃ支店において資格喪失し、同

年12月15日付けで同社Ｂ支店において資格取得したとされていることから、

１か月間の空白期間が生じている。 

申立期間において、退社したということは無いはずなので、当該期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社から提出された在籍証明書、異動日に係る回答及び雇用保険の記録によ

り、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 33年 11月 26日に同社Ｃ支店から

同社Ｂ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿における昭和 33年 12月の記録から、１万円とすることが妥当である。 

一方、適用事業所台帳によると、Ａ社Ｂ支店は、昭和 33年 12月 15日に厚

生年金保険の適用事業所となっているが、同社は法人であり、同社は、「人事

記録によると、申立期間当時、Ａ社Ｂ支店には、10 人以上の職員が勤務して

いたようだ。」と回答しているところ、新規適用時には、申立人を含めて 14

人が厚生年金保険被保険者資格を取得していることから、申立期間当時、同社



Ｂ支店は、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、不明としているが、申立期間はＡ社Ｂ支店が厚生年金保険の適用事業所

として記録管理されていない期間であることから、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



愛知厚生年金 事案4480 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に

係る記録を昭和 51 年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を８万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

２ 申立人は、申立期間②のうち、昭和 51年１月 26日から同年２月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を同年

１月 26日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を７万 6,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年 12月 30日から 51年１月１日まで 

             ② 昭和 51年１月５日から同年２月１日まで 

             ③ 平成２年９月 21日から同年 10月１日まで 

           私は、Ａ社を昭和50年12月末日に退職して、翌51年１月５日ごろにＢ社

に入社し、平成２年９月に同社を退職した。しかし、Ａ社の退職月、並び

にＢ社の入社月及び退職月に係る厚生年金保険の記録が無い。Ａ社及びＢ

社の給与明細書を提出するので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社には、昭和50年12月末日をもって

退職すると伝えたと思う。年末の最終出勤日まで勤務し、年末まで会社に籍

があったはずである。」と述べており、Ａ社における当時の上司も、「申立人

が、具体的にいつまで勤務していたのかは覚えていないが、月の途中で退職



したのであれば、その月のうちに当該月の給与が支給されていたはずであり、

翌年１月に給与が支給されているのであれば、少なくとも年末まで在籍して

いたのだと思う。」と証言しているところ、上記の給与明細書によると、基

本給の額が前月の３分の１（おおむね10日分）相当であり、同社の複数の同

僚が、当時の同社の給与の締め日は毎月20日であったと証言していることか

ら、申立人は、昭和50年12月31日まで同社に勤務していたものと推認できる。 

また、申立人から提出された昭和 51 年１月（50 年 12 月分の厚生年金保

険料を控除）の給与明細書により、申立人が、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①においてＡ社に継続

して勤務し、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額

から、８万6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、Ａ社は、昭和60年７月21日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

り、同年11月＊日に解散しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間②について、申立人から提出された昭和51年２月（同年１月分の

厚生年金保険料を控除）の給与明細書、Ｂ社が保管する雇用保険被保険者資

格喪失確認通知書（事業主通知用）及び雇用保険の記録から判断して、申立

人は、当該期間のうち、同年１月26日から同年２月１日までの期間において

同社に勤務し、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額か

ら、７万6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業所は関係資料が現存せず不明としており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



一方、申立期間②のうち、昭和51年１月５日から同年１月26日までの期間

について、Ｂ社が保管する雇用保険被保険者資格喪失確認通知書（事業主通

知用）、及び雇用保険の記録により、申立人の同社における入社日が同年１

月26日であったことがうかがえるところ、同社も、申立人の入社日が同日で

あった旨回答している。 

また、申立人が名前を挙げたＢ社の複数の同僚は、申立人が同社に勤務し

ていたことは覚えているものの、入社時期については記憶が無い旨証言して

いる。 

このほか、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②のうち、昭和51年１月５

日から同年１月26日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

３ 申立期間③について、Ｂ社は、「申立人に係る雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書（事業主通知用）及び給与台帳により、申立人は、平成２年９月

20日にＢ社を退職していることが確認できる。また、申立人に係る厚生年金

保険料については、同年８月分（同年９月給与支払）までは控除しているが、

同年９月分については控除していない。」と回答している。 

また、申立人が名前を挙げたＢ社の複数の同僚は、申立人が同社に勤務し

ていたことは覚えているものの、退職時期については記憶が無い旨証言して

いる。 

このほか、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4481 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 32 年 11 月 30 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 11月 30日から同年 12月１日まで 

私のＡ社における厚生年金保険の被保険者記録は、同社本社において昭和

32年 11月 30日に資格喪失し、同社Ｂ支店において同年 12月１日に資格取

得したとされており、申立期間における厚生年金保険の記録が無い。 

しかし、私は、Ａ社で継続して勤務していたので、申立期間について、厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録（退職者照会）及びＣ健康保険組合からの通知

文書（「被保険者資格、標準報酬月額並に等級の確認について」）、同健康保

険組合からの回答、並びに雇用保険の記録により、申立人が同社に継続して勤

務し（昭和 32年 11 月 30日に同社本社から同社Ｂ支店に異動。）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿における昭和 32年 12月の記録から、１万 8,000円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は事務手続を誤ったと認めていることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案 4482 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間①のうち、平成 15 年

４月から 16年２月までの期間は 22万円に訂正することが必要である。   

 なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

２ 申立人の標準賞与額の記録については、申立期間②のうち、平成 17 年７

月 20日は 12万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年２月から 19年８月まで 

             ② 平成 17年７月 20日及び同年 12月 16日    

    申立期間①については、Ａ社における標準報酬月額の記録が 19 万円とさ

れているが、所持している給与明細書の保険料控除額等に見合う標準報酬月

額と比べて少額である。 

また、申立期間②については、Ａ社では賞与からも厚生年金保険料を控除

されていたのに記録されていない。 

標準報酬月額及び標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、平成 15年４月から 16年２月までの期間については、

申立人から提出された 15年分から 18年分までの源泉徴収票により、申立人

の各年度の給与支払額がほぼ同額であることが確認できる上、申立人から提

出された当該期間後の 16年 12月から 18 年 12月までの給与明細書により、

申立人の各月の給与額に見合う標準報酬月額が 22 万円であると認められる。 

また、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、申立期間にお



いて一律 19 万円であることが確認できるとともに、申立人から提出された

平成 16年 12月から 18年 12月までの給与明細書により、申立人は 19万円

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除されていることが

確認できる。 

しかし、同僚から提出された平成 15年１月から 16年 12月までの給与明

細書により、Ａ社では、申立期間のうち、15 年４月から 16年２月までの期

間において、誤って 15 年３月以前の高い保険料率で計算された厚生年金保

険料を控除していることが確認できることから、申立人についても同様に、

当該期間において、誤った保険料率で計算された厚生年金保険料が控除され

ていたものと考えられるところ、当該期間について、申立人のオンライン記

録の標準報酬月額に基づき上記の誤った保険料率で計算した場合の 15 年分

及び 16 年分の厚生年金保険料、健康保険料、雇用保険料の合計額は、上記

の両年分の源泉徴収票に記載された社会保険料等の金額とおおむね一致す

ることから、申立人は、当該期間において 24 万円の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であり、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間①のうち、平成 15年４月から 16年２月までの期間

の標準報酬月額については、申立人の源泉徴収票、給与明細書及び同僚の給

与明細書により認められる給与額から、22 万円に訂正することが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、平成 15 年２月、同年３月及び 16 年３月から

19 年８月までの期間については、申立人から提出された給与明細書、源泉

徴収票及び同僚の給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標

準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額を超えていないことから、申

立人が当該期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②のうち、平成 17年７月 20日については、申立人から提出され



た賞与明細書により、申立人は、その主張する標準賞与額（12 万円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが認めら

れる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行

ったとは認められない。 

  一方、申立期間②のうち、平成 17年 12 月 16日については、申立人から

提出された賞与明細書により、申立人は、賞与から厚生年金保険料を控除さ

れていないことが確認できることから、申立人が当該期間において、その主

張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和25年５月15日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を7,000円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年５月 15日から同年７月１日まで 

私は、Ｃ社Ｄ支店に勤務していたが、同じ業界のＡ社がＢ支店を設置する

に当たり、両支店間で移籍の話が決まった。仕事内容も同じなのでＣ社Ｄ支

店を退職した翌日からＡ社Ｂ支店で勤務し、移籍時の空白期間が一日も無か

ったが、申立期間の被保険者記録が無いことに納得できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から、申立人は、Ａ社Ｂ支店の開設に当たりＣ社Ｄ支店か

ら移籍した社員の一人であり、申立期間においてＡ社Ｂ支店に勤務していたこ

とが推認できる。 

また、申立人と同様にＣ社Ｄ支店からＡ社Ｂ支店に移籍し、申立期間におけ

る厚生年金保険被保険者記録のある同僚が、「当時、Ｃ社Ｄ支店から 20人から

30 人ほどの社員がＡ社Ｂ支店に移籍した。申立人が移籍した時期は分からな

いが、移籍した社員は、会社間の話し合いで移っており、初めから正社員とし

て同じ仕事に就いて、給料も同じで、保険料も引き続き控除されていた。」と

証言している。 

さらに、移籍日について、申立人は、「５月に移籍が決まった時、Ｃ社Ｄ支

店から後任者が決まるまで残るように言われ、自分だけ、ほかの人よりＡ社Ｂ

支店への着任が遅れた。その後、後任者の決まった翌日から同社同支店に着任



するように言われ、休むことなく月半ばで移籍し、着任した日から引き続き前

職と同じ仕事をした。」と主張しており、Ｃ社本社から提出された同社Ｄ支店

作成の健康保険厚生年金加入簿に、申立人の被保険者資格の喪失日が昭和 25

年５月 15日と記載されていることと符合している。 

加えて、オンライン記録によると、Ａ社Ｂ支店が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 25 年２月１日以降にＣ社Ｄ支店からＡ社Ｂ支店に移籍している

同僚は、両事業所における被保険者期間が継続しており、申立人を除いて欠落

期間のある者は確認できない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 25 年７月の記録から、7,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりに被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案 4484 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を 38万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 10月から２年９月まで 

    Ａ社での報酬月額は、昭和 63年が 36万円、平成元年が 37万円、３年が

39万円、４年が 41万円と増額しながら推移しており、一度も額が下がって

いない。自分は経理担当の役員であったが、申立期間の標準報酬月額を 18

万円で届け出た記憶も無いので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の決算書における役員報酬額の検証により、申立

人は、申立期間を含む平成元年度及び２年度は37万円の報酬月額を支給されて

いたことが認められる。 

また、平成元年度及び２年度のＡ社の決算書における役員３人分の法定福利

費（厚生年金保険料、健康保険料、労働保険料等）は、申立人の申立期間の標

準報酬月額を38万円として計算した場合の社会保険料額に、ほかの２人の役員

のオンライン記録の標準報酬月額により計算した社会保険料額を加えた額と、

おおむね一致することから判断すると、申立人は、申立期間において38万円の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除されていたことが推認できる。 

さらに、事業主は、「当時のＡ社の経営は順調であり、申立人の給与を減額

したことはない。」と証言しており、オンライン記録によれば、Ａ社の申立人

を除く役員２人の標準報酬月額は、申立期間の前後を通じて増額していること

が確認できる。 



加えて、申立期間当時にＡ社における厚生年金保険被保険者記録のある一般

社員（30人）の標準報酬月額は、全員が20万円以上であり、申立人の18万円を

上回っていることが確認できるほか、同社が、申立期間に係る申立人の標準報

酬月額のみを、減額して社会保険事務所（当時）へ届け出たことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、平成元年度及び２年度の

Ａ社決算書における役員報酬額と法定福利費の検証結果、及び申立人を除く役

員の記録から、38万円に訂正することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行った

とは認められない。 



愛知厚生年金 事案 4485 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成19年４月は

36万円、同年５月は26万円、同年６月は38万円、同年７月は30万円、同年８月

は38万円、同年９月は28万円、同年10月は34万円、同年11月は19万円に訂正す

ることが必要である。  

 なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年２月から 20年２月まで 

年金記録を確認したところＡ社における申立期間の標準報酬月額が資格

取得時から 15 万円になっている。当時の給料支払明細書に記載された厚生

年金保険料の控除額に相当する標準報酬月額よりも低いので、調査の上、標

準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している給料支払明細書により、申立人は、申立期間のうち、

平成 19年４月から同年 11月までの期間については、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、当該給料支払明細書にお

いて確認できる保険料控除額から、平成 19 年４月は 36 万円、同年５月は 26

万円、同年６月は 38 万円、同年７月は 30 万円、同年８月は 38 万円、同年９



月は 28万円、同年 10 月は 34万円、同年 11 月は 19万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人の申立期間のうち、平成 19年４月から同年 11月までの期間に

係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主に照会したもの

の回答が得られず、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことか

ら、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成 19 年２月及び同年３月については、申立人が

所持している給料支払明細書では、当該期間に係る厚生年金保険料の控除が確

認できないことから、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間のうち、平成 19年 12月から 20年２月までの期間について

は、全国健康保険協会の記録及びオンライン記録によると、申立人は、病気療

養のため休職し傷病手当金を受給しており、当該期間に係るＡ社からの給与の

支給が無かったと認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を

訂正する必要は認められない。 



愛知厚生年金 事案4486 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係

る記録を平成元年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を11万8,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年１月26日から同年３月１日まで 

  私は、平成元年２月28日までＡ事業所で勤務していることから、申立期間

について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支払明細書及び雇用保険受給資格者証により、申

立人がＡ事業所に平成元年２月 28 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給料支払明細書の報酬月額から、

11万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ事

業所は厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったことを認めて

いることから、事業主が平成元年１月 26 日を資格喪失日として届け、その結

果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



愛知厚生年金 事案 4487 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、平成 12 年１月

から同年 12 月までは 38 万円、13 年１月から 19 年１月までは 41 万円に訂正

する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年７月から 11年 12月まで 

             ② 平成 12年１月から 19年１月まで 

平成５年ごろ、経理担当が代わり、代表取締役の妻が20年10月31日まで経

理を担当してきた。私は同年11月１日から経理を兼任しているが、申立期間

の標準報酬月額の減額については、代表取締役とその妻の一存で行ったこと

で相談等を受けたことは無く、ねんきん特別便を見て初めて知った。申立期

間①及び②共に、月収50万円が、①の期間については41万円、②の期間につ

いては11万8,000円と記録されているが、納付されていた厚生年金保険料と、

控除されていた額が違っているので、申立期間について、適正な標準報酬月

額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、オンライン記録では、申立人の標準報酬月額は、11

万8,000円とされている。 

しかしながら、申立人から提出された源泉徴収票及び給与台帳により、申立

人は、当該期間において 50万円から 53万円の標準報酬月額に相当する報酬月

額が支給され、平成 12年１月から同年 12月までは 38万円、13年１月から 19

年１月までは 41 万円の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に



基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、源泉徴収票及び給与台帳

において確認できる保険料控除額から、平成12年１月から同年12月までは38

万円、13年１月から19年１月までは41万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の納

付義務の履行については、源泉徴収票等において確認できる保険料控除額に見

合う標準報酬月額と、オンライン記録の標準報酬月額が長期にわたり一致して

いないことから、事業主は、源泉徴収票等で確認できる保険料控除額に見合う

標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該

報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間①については、オンライン記録では、申立人の標準報酬月額は、41

万円とされている。 

しかしながら、Ａ社は、平成22年７月＊日に破産手続に入っており、代表取

締役と連絡が取れないことから、当該期間に係る申立人の当時の報酬月額及び

厚生年金保険料の控除額を確認することができない。 

また、遡及
そきゅう

して標準報酬月額の訂正は行われておらず、社会保険事務所にお

いて、不合理な処理が行われた形跡は見当たらない。   

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4488 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、昭和 42 年８月

及び同年９月は３万 3,000 円、43 年６月は３万 9,000 円に訂正する必要があ

る。 

 なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 50年５月まで 

 申立期間における給与明細書の支給額と年金加入履歴の標準報酬月額を

確認したところ、標準報酬月額について誤りがあると思われるので、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間のうち、昭和 42年８月、同年９月及び 43年６月については、申立

人から提出された給与明細書により、42 年８月及び同年９月については、３

万 3,000円の報酬月額を支給され、３万 3,000円の標準報酬月額に見合う厚生

年金保険料を給与から控除されていたこと、また、43 年６月については、３

万 9,000円の報酬月額を支給され、３万 9,000円の標準報酬月額に見合う厚生

年金保険料を給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料の納付義務の履行については、給与明細書において確認できる保険料控

除額に見合う標準報酬月額と、オンライン記録の標準報酬月額が一致していな

いものの、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざる得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が、申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから



行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、上記以外の期間（昭和 42 年５月から同年７月まで

の期間、同年 10月から 43年５月までの期間及び同年７月から 50年５月まで

の期間）については、申立人から提出された給与明細書により、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額及び報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額のいずれか低い方の額が、オンライン記録の標準報酬月額を超えないこ

とから、申立人の標準報酬月額に係る記録を訂正する必要は認められない。 



愛知厚生年金 事案 4489 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（59 万円）であったと認められることから、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額の記録を 59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年１月から 11年８月まで 

標準報酬月額が遡及
そきゅう

して下げられている。訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、申立

人が主張する 59万円と記録されていたところ、平成 11年３月 16 日付けで、

資格取得時の 10年１月 13日までさかのぼって９万 2,000円に引き下げられて

いることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、事業主を含むＡ社の厚生年金保険被保険者

４人全員が、申立人と同様に、平成 11年３月 16日付けで、さかのぼって標準

報酬月額が９万 2,000円に引き下げられていることが確認できる。 

しかし、申立人は、「Ａ社は経営が苦しく、退職の約６か月前から給与も未

払になるような状態だった。事業主から標準報酬月額を変更する旨の説明は無

く、給与減額の話も無かった。」と主張しているところ、当該事業主は、連絡

先不明のため当該事実について確認できず、上記の申立人と同様に標準報酬月

額が遡及
そきゅう

訂正されている同僚の一人は、「在職中に給与が減額されたことは無

かった。」と証言しており、申立期間当時、申立人の給与が訂正後の標準報酬

月額（９万 2,000円）に見合う額に減額された状況はうかがえない。 

また、Ａ社に係る不納欠損決議書によると、同社では、遡及
そきゅう

訂正が行われた

平成 11年３月当時、保険料の滞納があったことが確認できる。 

さらに、Ａ社の商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期間において同社

の取締役であったことが確認できるものの、上記の同僚は、「申立人は営業部



長であり、社会保険事務は、事業主である社長が行っていた。」と証言してお

り、ほかに申立人が遡及
そきゅう

訂正処理に関与していた状況はうかがえない。 

これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、申立

人の標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た 59万円に訂正することが必要と認められる。 



愛知厚生年金 事案 4490 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 42年２月 10日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和42年２月10日から同年３月５日まで 

    私は、昭和41年に人材派遣会社のＢ社に入社し、派遣先のＣ社Ｄ支店で勤

務していた。Ｂ社は途中Ａ社に社名変更したが、派遣先に変更は無く、48

年まで同社に継続して勤務していた。被保険者期間に空白は無いはずなので、

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び同一事業所の同一部署に派遣されていた同僚の証言か

ら判断すると、申立人は、Ｂ社及び関連会社のＡ社に継続して勤務し（Ｂ社か

らＡ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、異動日については、これを確認できる資料等は無いが、雇用保険の記

録によると、申立人は、Ａ社において昭和42年２月15日に資格取得しており、

申立期間の大部分において異動先の同社に勤務していたことが推認されるこ

とから、申立期間については、同社における資格取得日に係る記録を訂正する

ことが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の昭和42年３月の記録から、２万2,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、Ｂ社からＡ社に



異動し、同社において同じ日に被保険者資格を取得している４人（申立人を含

む。）は、いずれも申立期間の被保険者記録が欠落しており、社会保険事務所

（当時）が、当該４人すべての記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業

主が昭和42年３月５日を申立人の資格取得日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



愛知厚生年金 事案 4491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 39年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月 30日から同年５月１日まで 

Ａ社の厚生年金保険の資格喪失日がおかしいので、届出書の記入ミスがあ

ったのではないか。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答及び同社から提出された労働者名簿により、申立人は同社に昭和

39年４月 30日まで勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社は、「資格喪失日の記入ミスだと思う。申立期間の保険料は控除

していると思う。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

原票の昭和 39年３月の記録から、２万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、届出の誤りを認めていることから、事業主が昭和

39年４月 30日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案4493 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額（45万円）に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立期間における標準賞与額に係る記録を45万円に訂正することが必

要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成19年12月14日 

    平成19年12月に支給された賞与に対する標準賞与額が記録されていない

ため、正しく記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（45万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

  なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないと回答

していることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案4494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において66万3,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間における標準賞与額に係る記録を66万3,000円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成19年12月14日 

    私の平成19年12月14日の賞与について、会社から社会保険事務所（当時）

に行う賞与支払届の提出漏れがあった。賃金台帳から保険料控除が確認でき

るので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年の賃金台帳により、申立人が、申立期間におい

て、同社から68万円の賞与の支払を受け、当該賞与額より低額の66万3,000円

の標準賞与額に見合う厚生年金保険料（４万9,783円）を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞

与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳で確認できる厚生

年金保険料控除額から、66万3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与額について、社会保険事務所へ届出を行っていない

と回答していることから、社会保険事務所は、申立期間に係る保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。



愛知厚生年金 事案4495 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において61万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間における標準賞与額に係る記録を61万5,000円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成19年12月14日 

    私の平成19年12月14日の賞与について、会社から社会保険事務所（当時）

に行う賞与支払届の提出漏れがあった。賃金台帳から保険料控除が確認でき

るので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年の賃金台帳により、申立人が、申立期間におい

て、同社から63万円の賞与の支払を受け、当該賞与額より低額の61万5,000円

の標準賞与額に見合う厚生年金保険料（４万6,122円）を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞

与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳で確認できる厚生

年金保険料控除額から、61万5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与額について、社会保険事務所へ届出を行っていない

と回答していることから、社会保険事務所は、申立期間に係る保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。



愛知厚生年金 事案4496 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和45年10月20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和45年10月20日から同年12月１日まで 

私は、昭和45年10月１日に営業幹部候補生としてＡ社に入社した。しか

し、厚生年金保険被保険者記録の資格取得日が同年12月１日とされていたた

め、同社に照会したところ、健康保険の資格取得日は、同年10月20日となっ

ていることが分かった。健康保険の記録があるにもかかわらず、厚生年金保

険の記録が無いことに納得できない。調査して記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録により、申立人が昭和45年10月１日から同社に

継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人から提出された健康保険資格喪失証明書によると、申立人のＣ

健康保険組合での資格取得日は、昭和45年10月20日であることが確認できると

ころ、Ａ社は、「健康保険と厚生年金保険の被保険者資格は同時に取得させて

いる。」と回答している。 

さらに、申立人と同様に、Ａ社に営業幹部候補生として入社した同僚二人は、

入社時から厚生年金保険被保険者記録があると証言している。 

これらのことを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における健康保険

厚生年金保険被保険者原票の昭和45年12月の記録から、１万6,000円とするこ



とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明と回答しており、ほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案 4497 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月 11日から 34年 10月２日まで 

             ② 昭和 36年６月１日から 38年９月 20日まで 

Ａ事業所を退職後に、申立期間①及び②の脱退手当金を支給されたとの記

録になっているが、当時、私は脱退手当金制度を知らず、脱退手当金の支給

手続も行っていない。しかも、脱退手当金を支給されたとする日は、既に他

県に転居していたので脱退手当金を受け取ることはできなかったはずであ

る。申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とすることとされているが、申立期間①と申立期間②の間

に申立人が勤めたＢ事業所及びＣ社、並びに申立期間①の前に申立人が勤めた

Ｄ社Ｅ支店の被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求

となっている上、Ｂ事業所及びＣ社の被保険者期間と申立期間①及び申立期間

②の被保険者期間は同一の記号番号で管理されているにもかかわらず、脱退手

当金が支給されていないＢ事業所及びＣ社の被保険者期間が存在することは

事務処理上不自然である。 

また、申立人の脱退手当金が支給されたとする額は、法定支給額と相違（178

円）しているが、その原因は不明である。 

さらに、申立人は、脱退手当金支給日の約２か月前に婚姻し、改姓しており、

住所も他県に移しているところ、脱退手当金支給決定ならびに支払伺によると、

当該脱退手当金の領収書に記載されている申立人の住所が婚姻前の住所とな

っているほか、申立人の名前の漢字表記が誤っていることから、申立人が脱退



手当金を受領したとは考え難い。 

加えて、申立人は、脱退手当金の支給日の後、間もなくして国民年金に加入

し、昭和 48年６月にＦ社に勤めるまで約 10年にわたって国民年金保険料を納

付していることを踏まえると、当時、脱退手当金を請求する意思を有していた

とは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



愛知国民年金 事案 2525（事案 1000の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年３月から 47年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月から 47年 10月まで 

    私は昭和 46年３月に結婚後、すぐに住所地のＡ市Ｂ区役所に夫婦で行き、

夫が厚生年金保険に加入していたので、私だけが国民年金加入手続を行い、

任意加入した。私の国民年金保険料は、夫が金融機関か郵便局で現金で納付

し、その後、同区役所において年金手帳に印を押してもらったか、同区役所

の窓口で直接現金で納付し、年金手帳に印を押してもらっていた。その後、

47年 11月にＣ市に転居したが、夫が私の国民年金手帳を同市役所に持って

いき、手続した。加入手続時にＢ区役所でもらった国民年金手帳は無いが、

申立期間について、納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 47年 11月ごろにＣ市を管轄するＤ社会保険事務所（当時）で払い出され

た以外に、別の記号番号が払い出された形跡は見当たらないこと、ⅱ）申立人

の保険料を納付していたとする夫は、納付書によりＡ市Ｂ区役所の窓口か銀行

で納付したと説明しているが、同市では申立期間当時の保険料納付は印紙検認

方式であったこと、ⅲ）申立人は同年 11月 29日を資格取得日として国民年金

に任意加入しており、制度上、任意加入者はさかのぼって加入することはでき

ないことなどから、既に当委員会の決定に基づく平成 21年１月 21日付け年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は国民年金の任意加入手続について、前回同様、「昭和 46年３

月に結婚後すぐにＡ市Ｂ区役所でこれを行い国民年金手帳の交付も受け、47

年 11 月にＣ市に転入届の手続をした際、同国民年金手帳を同市に提出したは

ずである。」と再度強く主張しているが、ⅰ）Ａ市Ｂ区を管轄する社会保険事



務所（当時）の昭和 46 年３月ごろの国民年金手帳記号番号払出簿からは、申

立人に対して払い出された国民年金手帳記号番号は見当たらない一方、Ｃ市を

管轄する社会保険事務所の47年11月の国民年金手帳記号番号払出簿において、

申立人に対して払い出された国民年金手帳記号番号が確認できること、ⅱ）申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらないことか

ら、前回の判断のとおり、申立人は同市において同年 11月 29日に初めて国民

年金に任意加入したものとみられる。 

また、今回、申立人は、申立期間の保険料の納付方法について、「夫が金融

機関か郵便局で現金で納付し、その後、Ａ市Ｂ区役所において年金手帳に印を

押してもらったか、同区役所の窓口で直接現金で納付し、年金手帳に印を押し

てもらった。」と申立内容の一部を変更しているが、前回通知したとおり、申

立期間当時、Ａ市における保険料の納付方法は、国民年金印紙を購入し国民年

金手帳に貼付
ちょうふ

する印紙検認方式であり、現金で納付したとする申立人の主張と

は相違する上、申立人の保険料を納付していたとする夫に直接聴取したところ、

保険料の納付方法及び納付場所について覚えていないなど、その記憶は曖昧
あいまい

で

ある。 

これらのことから、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は認められ

ず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき事情も見当たらないことから、

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。



愛知国民年金 事案 2526 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年９月から 58年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年９月から 58年 10月まで 

申立期間当時はＡ市に居住しており、申立期間の国民年金保険料は何回か

に分けて、同市役所で納付書により納付し、申立期間の保険料の合計金額は

８万円ぐらいだったと記憶している。 

保険料の納付の事実が確認できるものは何も無いが、申立期間について、

保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間の保険料を納付したとしているが、申立期間当時に国民年

金の加入手続を行った記憶が無いとしており、申立期間に係る国民年金の加入

手続の状況が不明である。 

また、オンライン記録及びＡ市の記録のいずれにおいても、申立人は、昭和

57 年２月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得したことに伴い国民年金被

保険者資格をいったん喪失した後、再度、国民年金被保険者資格を取得したの

は 58年 11月１日とされていることが確認できることから、申立期間について

は国民年金に未加入であり、保険料を納付することはできなかったと考えられ

る。 

さらに、申立人は申立期間の保険料を何回かに分けて納付したとしているが、

納付回数及び納付時期についての記憶は曖昧
あいまい

である。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年１月から７年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年１月から７年６月まで 

    当時はまだ大学生だったが、手紙が来たので国民年金に加入し、国民年金

保険料を納付した。保険料は１か月約３万円だったと思う。また、１か月、

２か月延ばして保険料を納付したことや、学生の時に大きな金額をまとめて

納付した覚えもある。その後、学業が忙しくなったため、アルバイトの時間

も減り、年金がもらえないという噂や報道が多くなったことから、保険料を

納めることをやめてしまった。証拠となるものは無いが、申立期間について、

保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は手紙が来たので国民年金に加入し、保険料を納付したと思うとして

いるが、申立人は国民年金加入手続を行った時期や場所、申立期間の保険料の

納付方法等についての記憶も曖昧
あいまい

であることから、加入手続及び保険料納付の

状況が不明である。 

また、申立人は１か月約３万円の保険料を納付したと思うとしているが、申

立期間当時の保険料月額は平成５年度が１万 500円、６年度が１万 1,100円、

７年度が１万 1,700円といずれも１万円台であり、申立人の記憶する保険料月

額は申立期間当時の金額とは相違する。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、平成７年７月ごろに払い出されたとみられ、これ以外に申立人に対し

記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、このころに初めて申立

人の国民年金加入手続が行われ、この手続の際に、申立人が 20 歳になった６

年＊月までさかのぼって国民年金被保険者資格を取得したものとみられる。こ



の加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、同年１月から７年３月まで

の保険料については過年度納付することが可能であり、同年４月から同年６月

までの保険料については現年度納付することが可能であった。しかしながら、

Ａ市の記録及びオンライン記録のいずれにおいても、申立期間後の同年７月か

ら同年 12 月までの保険料については現年度納付されていることが確認できる

ものの、申立期間のうち、現年度納付することが可能であった同年４月から同

年６月までの保険料については現年度納付された形跡はうかがわれない。 

加えて、申立人は大きな金額をまとめて納付したこともあるとしているため、

申立期間の保険料については過年度納付を行ったとの主張とも考えられるが、

申立人は、納付期間、納付時期、納付場所及び納付金額の記憶は明確ではない

上、Ａ市の記録及びオンライン記録のいずれにおいても申立期間の保険料が過

年度納付されたことをうかがわせる形跡は見られない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年１月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

また、申立人の昭和 49年４月から 52年３月までの国民年金保険料納付記録

を訂正する必要は無い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 52年３月まで 

    夫が会社を退職した後、夫婦で国民年金に加入した。テレビでさかのぼっ

て納められることを見たり、兄から納めたほうが良いとも言われたので、納

付した時期や金額について覚えは無いが、将来のことを考えて夫婦で相談し、

私が夫婦二人分の大きな金額の国民年金保険料をまとめて納付したことも

ある。また、保険料は集金に来た人に１か月ごとに納付していたこともある

ので、申立期間について、保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫が退職した後に夫婦一緒に国民年金加入手続を行い、申立期間

の保険料を納付したとしているところ、国民年金手帳払出控及びオンライン記

録によると、国民年金手帳記号番号は夫婦連番ではないものの、共に昭和 50

年 12月に払い出され、国民年金被保険者資格も、申立人については 42年１月

１日、夫についてはその前月である 41年 12月１日（平成７年１月に、厚生年

金保険被保険者資格を喪失した昭和 41年 12月 26日に訂正。）とほぼ同時期に

さかのぼって取得していることが確認できる。この手帳記号番号払出時点を基

準とすると、申立人は、申立期間のうち、50 年４月以降の期間の保険料につ

いては現年度納付することが可能であり、その期間以前の 42 年１月から 50

年３月までの保険料についても過年度納付及び特例納付を併用することによ

り、さかのぼって納付することが可能であった。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 49年４月から 52年３月までについて

は、既に納付済みとされている期間であり、申立人に確認したところ、重複納



付の主張ではないとしていることから、納付記録を訂正する必要の無い期間で

ある。 

また、申立人は家計簿（写し）を提出しており、これに記載されている国民

年金保険料額を申立人及びその夫の国民年金被保険者台帳及びオンライン記

録と照合したところ、既に納付済みとされている期間（申立人については昭和

49 年４月から 52 年３月まで、夫については 44 年４月から 51 年６月まで。）、

及び還付済みとされている期間（申立人については 52 年４月及び同年５月、

夫については 51年７月から 52年５月まで。いずれも厚生年金保険被保険者期

間であることによる還付。）の保険料額と一致していることから、家計簿に記

載されている国民年金保険料額はこれらの期間に係るものと考えられ、ほかに

家計簿において国民年金保険料に該当すると考えられる出金記録は見当たら

ない。 

さらに、申立期間のうち、昭和 42年１月から 44年３月までについては、申

立人が自身の保険料と併せて保険料を納付したとする夫も未納とされている。 

加えて、申立期間のうち、昭和 44年４月から 49年３月までについては、夫

は過年度納付及び特例納付により保険料を納付していることが確認できるも

のの、その直後の同年４月から国民年金手帳記号番号が払い出された 50年 12

月までの保険料の納付日は夫婦で異なる上、申立人は保険料の納付金額の記憶

は無いとしていることから、申立人が夫と同様に特例納付及び過年度納付によ

り保険料を納付したと推認することまではできない。 

このほか、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらない上、申立人が申立期間（既に納付済みとされている昭和 49 年４

月から 52 年３月までを除く。）の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間のうち、昭和 42年１月から 49年３月までの国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。また、申立期間のうち、

同年４月から 52 年３月までについては、既に納付済みとなっており、納付記

録に問題は無い。 

 

 

 



愛知国民年金 事案 2529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年８月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年８月から 49年３月まで 

    私は、昭和 41 年８月に会社を退職した後、しばらくしてから国民年金保

険料の納付書が送付されてきたことを覚えている。何度となく納付書が送付

されてきたため、母親からも保険料を納付することを勧められたが、私がそ

のまま納付せずにいたので、母親が代わりに保険料を納付してくれた。 

母親が納付した期間、金額は定かでないが、申立期間の保険料が一度も納

付されていないのはおかしいので、申立期間について、国民年金保険料を納

付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続についての記憶は明確ではなく、申立期間の国

民年金保険料を納付したとする母親からの状況聴取は困難であるとしている

ことから、申立期間に係る加入手続状況及び母親が行った保険料納付の詳細は

不明である。 

また、申立人は、申立期間の保険料が一度も納付されていないのはおかしい

としているが、国民年金手帳記号番号払出簿及び国民年金被保険者台帳による

と、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54年５月ごろに払い出されており、

これ以外に申立人に対し記号番号が払い出され、保険料納付が行われた形跡は

見当たらないことから、このころに申立人の国民年金加入手続が行われ、保険

料の納付が可能となったものとみられる。この加入手続の際に、それまでの３

回に及ぶ申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失のうち、記号番号払出

しから直近の喪失までの期間（50 年８月まで）のみ、さかのぼって国民年金

被保険者資格を取得したとする処理（同資格は後に同年９月取得に訂正。）が

行われたことが確認でき、このほかの期間は同資格の取得処理が行われた形跡



も見当たらないことから、申立期間については国民年金に未加入であり、保険

料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料の納付について、会社退職後しばらく

して送付されてきた納付書により母親が納付した記憶があるとしているが、申

立期間当時、居住していたＡ市における現年度保険料の納付方法は、申立人の

主張する納付書方式ではなく、国民年金印紙を購入し国民年金手帳に貼付
ちょうふ

する

印紙検認方式であり、申立人の記憶とは符合しないほか、上記のとおり、申立

人は、申立期間については国民年金に未加入であり、過年度納付書が送付され

ていたとも考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 

 



愛知国民年金 事案 2530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年９月から平成元年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年９月から平成元年５月まで 

    私は申立期間当時、学生であったが、国民年金の納付書が届き、「学生で

収入が無いのに保険料を納めるのはおかしいね。」と言いながら母親が国民

年金保険料を納めてくれた。申立期間の保険料は約 20 万円だったと、母親

から聞いている。 

保険料を納付した期間が未加入及び未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、これを

行ったとする母親は加入手続に関する記憶が曖昧
あいまい

で加入手続の状況が不明で

ある。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人に国民年金手帳記号番

号が払い出されたのは平成３年７月であり、これ以外に記号番号が払い出され

た形跡は見当たらないことから、申立人はこのころに初めて国民年金に加入し

たものとみられ、資格取得日は昭和 63 年４月とされている。資格取得日から

すると、申立期間のうち、61年９月から 63年３月までの期間は国民年金に未

加入となり、保険料を納めることはできず、国民年金手帳記号番号の払出日か

らすると、同年４月から平成元年５月までの期間は、既に時効が成立している

ことから、保険料を納めることができなかったものと考えられる。 

さらに、母親は申立期間の保険料として 20 万円弱を納めたとしているとこ

ろ、オンライン記録では、加入手続時点において過年度納付が可能な平成元年

６月から３年３月までの保険料が納付されており、この保険料額は 18 万 800



円と申立人の主張する金額とおおむね一致することから、当該期間の保険料納

付を申立期間の保険料納付と混同しているとも考えられる。 

加えて、母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2531 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年５月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年５月から平成３年３月まで 

    学生だった私が 20歳になったのを契機に、昭和 63年＊月ごろに母親がＡ

市役所で私の国民年金の加入手続をしてくれた。国民年金保険料の納付も母

親が行い、母親が「学生だけど払っておいた方がいいから大変だけど払って

おいてあげる。」と言っていたのを記憶している。申立期間について、納付

を証明するものは無いが、納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする母親は、加入手続時期及び加入手続後に交

付される年金手帳の受領については覚えておらず、申立期間の保険料納付につ

いても、納付時期、納付周期及び納付金額は覚えていないとしていることから、

申立人に係る加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、申立人は、母親が昭和 63 年＊月ごろにＡ市役所で国民年金の加入手

続を行ったとしているところ、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出

簿では、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ｂ市において資格取得日を平成４

年 12月 16日として同年 10月 23日に払い出されており、これ以前に申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、この

ころに初めて申立人の加入手続が行われたものとみられる。このことは、申立

人が所持する年金手帳の記載内容と一致する上、Ａ市において申立人が申立期

間において国民年金に加入し、保険料を納付していたことを示す記録が存在し

ないこととも符合する。このため、この資格取得日を基準とすると、申立期間

は国民年金に未加入となる上、申立人は、申立期間においては学生であったと

していることから、当該期間は任意加入の対象となる期間であり、制度上、加



入手続を行った時点から同期間をさかのぼって被保険者資格を取得すること

はできず、母親は、申立期間の保険料を納付することはできなかったものと考

えられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2532 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年３月から３年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年３月から３年９月まで 

    私は、会社退職（平成元年３月）後、母親から国民年金の加入を勧められ、

両親が経営する会社の顧問をしていた会計事務所の担当者がＡ市Ｂ区役所

で私の国民年金の加入手続をしてくれた。国民年金保険料の納付は毎月の会

社の諸経費支払と一緒に会計事務所に任せていた。両親が経営していた会社

は既に閉鎖し、この会計事務所と連絡がつかない上、母親の記憶も定かでは

なく、納付していたことを示す資料も無いが、申立期間の保険料が未納とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、申立人は、これらを行ったとする当時両親が経営していた会社の

顧問をしていた会計事務所とは連絡がつかないとしているほか、母親も当時、

会計事務所に給料計算を任せていたが、保険料控除が国民年金保険料であった

のか厚生年金保険料であったのかよく覚えていないとしていることから、申立

人の加入手続及び申立期間の保険料納付状況の詳細が不明である。 

また、申立人は、会社を退職した平成元年３月ごろ、会計事務所の担当者が

Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続を行ったとしているところ、オンライン記

録では、基礎年金番号導入（９年１月）前に申立人に対して国民年金手帳記号

番号が払い出された形跡は見当たらない上、同市においても、申立期間におい

て申立人が国民年金に加入し、保険料を納付していた記録は存在しない。 

さらに、申立人は、公簿によると、平成 10 年５月５日にＡ市Ｂ区からＣ市

Ｄ区に転入したこととされており、申立人が所持する年金手帳を見ると、同年

５月 26 日に氏名変更及び同区への住所変更手続が行われたことが確認できる



ほか、「国民年金の記録(1)」欄の１段目に「被保険者となった日：平成１年

３月 11日 １号 被保険者でなくなった日：平成３年 10月 21日」、２段目

に「被保険者となった日：平成 10 年２月１日 １号 被保険者でなくなった

日：平成 10年５月５日」、３段目に「被保険者となった日：平成 10年５月５

日 ３号Ａ 」と記載され、いずれの欄にも同区のゴム印が押されていること

から、同区役所において氏名変更及び住所変更手続が行われたこの時期に初め

て申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手続に際して、資格取得日を

さかのぼって元年３月 11 日とする事務処理が行われたものと推認できる。こ

のことは、オンライン記録において、10年６月 29日に、３年 10月 21日を国

民年金被保険者資格喪失日とするとともに、10 年２月１日に再び国民年金被

保険者資格を取得したとする資格得喪の記録を追加していることとも符合す

る。このため、申立人は、申立期間当時、国民年金に未加入であったものとみ

られる上、この同区役所で加入手続が行われた時点では、時効により申立期間

の保険料を納付することはできない。  

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2533 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 61年３月まで 

    私は、基礎年金番号制になる前にＡ市役所に３回出向き、納付状況を確認

してもらい、担当者から「大丈夫ですよ。」と言われたので、国民年金は満

額受給できるものと思っていた。しかし、ねんきん特別便を受け取り、社会

保険事務所（当時）で確認したところ、昭和 55年４月から 58年８月までの

保険料が未納となっている上、同年９月から 61 年３月までの期間が未加入

期間であると指摘された。私は、厚生年金保険に加入していないときは、国

民年金に加入するのが当然と考えていたので、会社を退職した都度、同市役

所で国民年金の加入手続を行った。申立期間の保険料の納付状況については

全く覚えていないが、未納にした記憶は無く、資格喪失の手続もしたことは

ない。申立期間の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料納付については、ボーナス時にまとめて納付し

ていたような気がするとしているのみで、納付時期、納付場所、納付方法及び

納付金額についての記憶は全く無いとしていることから、申立期間の保険料納

付状況の詳細は不明である。 

また、申立期間のうち、昭和55年４月から58年８月までの期間については、

オンライン記録及び国民年金被保険者台帳によれば、昭和 55年度から 57年度

の備考欄に「納付書送付」のゴム印が押されていることから、当時、当該期間

の保険料は未納であったため、過年度納付書が発行されたものとみられるが、

Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿においても当該期間は未納とされてい

る上、申立人は、当該期間の保険料は、同市から送付されてきた納付書で納付

していたとしており、納付書が社会保険事務所から送付されてきた記憶は無い



としていることから、申立人が当該期間の保険料を納付したとは考え難い。 

さらに、申立期間のうち、昭和58年９月から61年３月までの期間について、

申立人は、国民年金被保険者資格喪失の手続をしたことはないとしているが、

オンライン記録、国民年金被保険者台帳及びＡ市が保管する国民年金被保険者

名簿のいずれも、申立人は、58年９月 30日に資格喪失したこととされ、その

後、61 年４月１日に第３号被保険者資格を取得するまでの間において、国民

年金に加入していたことをうかがわせる形跡は見られないことから、これら記

録に不自然な点は見受けられない。このため、当該期間は国民年金に未加入と

なり、申立人は、当該期間の保険料を納付することはできなかったものとみら

れる。 

加えて、Ａ市の国民年金被保険者名簿の備考欄に「58.9.2※往復ハガキ発送」

（※部分判読不能）のゴム印が押されていることが確認できる。同市では、こ

の往復ハガキは、当時、保険料未納者に対して、国民年金の継続加入の意思を

確認するため発送していたとしていることから、同市では、申立期間のうち、

昭和 55年４月から 58年８月までの保険料が未納であったことから、当該ハガ

キにより、申立人に対し国民年金の継続加入の意思を確認した上で、申立期間

のうち、同年９月から 61 年３月までの期間に係る資格喪失の事務処理を行っ

たものと推認される。 

このほか、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2534（事案 1179の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年８月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年８月から 60年３月まで 

    当初、申立期間については、経済的に余裕が無かった私を見兼ねた父親が

援助してくれるというので、昭和 59年 10月から同年 12月ごろまでに、父

親と二人でＡ市Ｂ区役所に行き、妻の分と合わせて 10 万円弱の保険料を納

付したと申し立てたところ、納付記録の訂正が認められなかった。当初の判

断後、納付したことを示す資料を探したところ、母親の日記帳の中に私たち

夫婦の主張を裏付ける記載が見付かったので、申立期間の未納を納付済みに

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、Ａ市Ｂ区で国民年金の加

入手続を行っていないにもかかわらず、同区から送付された納付書により申立

期間の保険料を納付したとしており、申立人の説明は矛盾すること、ⅱ）申立

人の国民年金手帳記号番号は、昭和 60年１月 22日に同市Ｃ区で払い出されて

おり、同市の国民年金被保険者名簿が同年３月に作成されていることなどから、

申立人の国民年金加入手続は同年３月に同区で行われたものと推認され、申立

人が申立期間の保険料を納付したと主張する 59年 10月から同年 12月ごろま

での時点では、申立人は国民年金に加入しておらず、保険料を納付することは

できなかったと考えられることなどから、既に当委員会の決定に基づく平成

21年３月６日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てにおいて、申立人から新たに母親の日記帳が提出されたが、

当該日記帳の記載内容を見ると、父親が昭和 59年 10月 31日に郵便貯金から

10 万円を引き出し、申立人に生活費として渡したことは確認できるものの、

この日記帳の記載内容からは申立期間の保険料納付を示す具体的な記述は見

当たらず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たら

ないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



愛知国民年金 事案 2535（事案 1180の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年８月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年８月から 60年３月まで 

    当初、申立期間については、経済的に余裕が無かった夫を見兼ねた義父が

援助してくれるというので、昭和 59年 10月から同年 12月ごろまでに、夫

と義父と二人でＡ市Ｂ区役所に行き、私の分と合わせて 10 万円弱の保険料

を納付したと申し立てたところ、納付記録の訂正が認められなかった。当初

の判断後、納付したことを示す資料を探したところ、義母の日記帳の中に私

たち夫婦の主張を裏付ける記載が見付かったので、申立期間の未納を納付済

みに訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）夫は、Ａ市Ｂ区で国民年金の加入手

続を行っていないにもかかわらず、同区から送付された納付書により申立人の

申立期間の保険料を納付したとしており、夫の説明は矛盾すること、ⅱ）同市

の国民年金被保険者名簿によると、申立人の加入（再取得）手続は昭和 60 年

５月に同市Ｃ区で行われ、その際に申立期間の始期である 59 年８月にさかの

ぼって資格取得したものと推認され、申立人が申立期間の保険料を納付したと

主張する同年 10月から同年 12月ごろまでの時点では、申立人は国民年金に加

入しておらず、保険料を納付することはできなかったと考えられることなどか

ら、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年３月６日付け年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てにおいて、申立人から新たに義母の日記帳が提出されたが、

当該日記帳の記載内容を見ると、義父が昭和 59年 10月 31日に郵便貯金から

10 万円を引き出し、夫に生活費として渡したことは確認できるものの、この

日記帳の記載内容からは申立期間の保険料納付を示す具体的な記述は見当た

らず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。



愛知国民年金 事案 2536 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年９月から 52年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年９月から 52年１月まで 

    私は会社退職（昭和 49 年９月）後、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続

を行った覚えがある。その後、送付されてきた納付書で国民年金保険料を納

付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職（昭和 49 年９月）後、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したとしているところ、申立人

は、加入手続時期、加入手続後において交付される国民年金手帳の受領、申立

期間の保険料の納付場所、納付方法、納付時期及び納付金額についての記憶は

無いとしていることから、申立期間に係る加入手続及び保険料納付状況の詳細

は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金被保険者台帳を見ると、いずれも申立人

は、昭和 48 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得したことにより、

国民年金被保険者資格を喪失したこととされている。その後、52年２月 22日

に任意加入被保険者として資格取得したこととされており、このことは、申立

人が初めて国民年金の加入手続を行ったＣ町の国民年金被保険者名簿の資格

記録、Ａ市の国民年金被保険者名簿の資格記録及び申立人が所持する年金手帳

の資格記録の記載内容とも符合し、申立期間について、申立人が国民年金に加

入していたことをうかがわせる形跡は見当たらない。このため、夫は申立期間

においては、厚生年金保険被保険者であったことから、申立人にとって申立期

間は任意加入対象期間となり、制度上、当該期間をさかのぼって国民年金被保

険者資格を取得することはできないことから、申立期間は国民年金に未加入と

なり、申立人は、当該期間の保険料を納付することはできなかったものとみら



れる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2537 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和57年１月から平成６年12月までの期間、７年２月、同年３月、

同年８月から同年 10月までの期間、同年 12月から８年６月までの期間、同年

12 月及び 11 年７月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年１月から平成６年 12月まで 

             ② 平成７年２月及び同年３月 

             ③ 平成７年８月から同年 10月まで 

             ④ 平成７年 12月から８年６月まで 

             ⑤ 平成８年 12月 

             ⑥ 平成 11年７月から同年 12月まで 

    昭和 60 年ごろに突然、Ａ市から私と元妻に国民年金の加入手続を行って

いないにもかかわらず、57 年１月からの未納保険料を納付するようにと納

付書が郵送されてきたので、元妻が、同市役所で夫婦二人の加入手続を行っ

た。加入時から平成 11 年に元妻と別居するまでの申立期間①から⑤までの

保険料は、元妻が納付してくれていたはずである。申立期間⑥については、

当初保険料を未納にしていたが、60歳になったころ、同市から督促があり、

私が同市役所で現金のほかに手形や小切手を使用して納付した。申立期間の

保険料をすべて納付したのに、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①から⑤までについて、申立人は、国民年金加入手続及び国民年

金保険料納付に直接関与しておらず、これらを行ったとする元妻から聴取し

たところ、元妻は、昭和 60 年ごろに国民年金加入手続を行っていないにも

かかわらず、Ａ市からさかのぼって 57 年１月からの保険料を納付する納付

書が送付されてきたことから、同市役所で国民年金の加入手続を行い、申立



期間①のうち、加入手続以前の期間の保険料について、数か月分ずつに分割

して納付するとともに、申立期間①のうち、加入手続後の期間及び申立期間

②から⑤までの保険料は毎月Ｂ銀行Ｃ支店で納付していたとしている。しか

しながら、ⅰ）同市では、過年度納付書の発行・送付は行っていないとして

いる上、国民年金加入手続を行っていない者に対して国民年金保険料の納付

書を送付することはないことから、この元妻の加入手続状況に係る主張は不

合理であること、ⅱ）同市では、現年度保険料の毎月徴収を開始したのは昭

和 62 年度からで、それ以前は３か月ごとの納付であるとしている上、同銀

行では同市の収納代理金融機関となったのは 62 年４月１日からであるとし

ていることから、それ以前の現年度保険料は同銀行では納付することができ

ないこと、ⅲ）元妻は納付したとする申立人の申立期間の保険料額について

の記憶は無いとしていることから、元妻の申立人に係る加入手続及び申立期

間①から⑤までの保険料納付状況に係る記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は、平成８年２月７日に払い出されており、これ以

前に申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らない。Ａ市が保管する申立人の「資格履歴表示」の届出日欄を見ると、「Ｈ

08 01 29」とされていることから、このころに初めて申立人の加入手続が

行われ、その際に、資格取得日をさかのぼって、昭和 57 年１月１日とする

事務処理が行われたものとみられる。このため、申立人は申立期間①当時、

国民年金に未加入となる上、この届出日を基準とすると、申立期間①のうち、

平成５年 11月以前の保険料は時効により納付することはできない。 

さらに、申立期間①のうち、平成５年 12月から６年 12月までの期間及び

申立期間②は、前述の届出日を基準とすると、過年度納付することが可能で

あったところ、元妻は、申立人の保険料はＡ市から送付された納付書で遅れ

ずに毎月金融機関で納付していたとしていることから、現年度納付したとす

る主張とみられるが、当該期間は過年度保険料となるため、同市から納付書

が送付されることは無く、元妻の主張と相違する上、元妻は後日まとめて納

付したことは無いとしている。 

加えて、元妻は、申立期間③から⑤までについても、申立人の保険料を遅

れずに毎月納付し、このうち平成８年１月以降については、自身と申立人の

保険料を一緒に納付していたとしているところ、元妻の納付記録によると、

同年１月及び同年２月は申立人と同様に未納、同年３月から９年３月までは

申請免除とされており、申立人は、７年４月から同年７月までの期間及び同

年 11 月は過年度納付、８年３月から同年６月までは未納、同年７月から同

年 11 月までの期間及び９年１月から同年３月までの期間は過年度納付とさ



れていることが確認できることから、元妻の主張とは相違する上、申立人と

元妻が保険料を一緒に納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

２ 申立期間⑥について、申立人は、保険料は 60歳に到達した平成 13年＊月

ごろにＡ市から督促を受け、同市役所の窓口で現金、手形及び小切手で納付

したとしているところ、ⅰ）申立人は、申立期間⑥の納付周期、納付時期及

び納付金額は覚えていないとしていること、ⅱ）保険料を手形及び小切手で

納付することはできない上、当該期間は過年度保険料となるが、同市では、

過年度保険料については督促及び収納は行っていないとしていることから、

申立人の申立期間⑥に係る保険料納付状況の記憶は曖昧
あいまい

である。 

３ このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2538 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年１月から平成３年３月までの期間及び８年１月から９年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年１月から平成３年３月まで 

             ② 平成８年１月から９年３月まで 

    昭和 60 年ごろに突然、Ａ市から私と元夫に国民年金の加入手続を行って

いないにもかかわらず、57 年１月からの未納保険料を納付するようにと納

付書が郵送されてきた。このため、私が、同市役所で私と元夫の加入手続を

行い、初めに二人分で 10万円くらい納付した後、数か月分ずつに分割して、

同年１月から加入時までの二人分の保険料を完納したことを覚えている。納

付場所はすべてＢ銀行Ｃ支店である。また、加入時から平成３年に就職する

まで、及び９年に退職した後については、私が私と元夫の二人分の保険料を

市から送付されてきた納付書により同銀行同支店で毎月納付していた。８年

３月から９年３月までは保険料免除とされているが免除の申請はしていな

い。申立期間の保険料をすべて納付したのに、未納や免除とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 60 年ごろに国民年金加入手続を行

っていないにもかかわらず、Ａ市からさかのぼって 57 年１月からの保険料

を納付する納付書が送付されてきたことから、同市役所で国民年金の加入手

続を行ったとしているが、同市では、過年度納付書の発行・送付は行ってい

ないとしている上、国民年金加入手続を行っていない者に対して国民年金保

険料の納付書を送付することはないことから、申立人の主張は不合理である。 

また、申立人は、申立期間①のうち、加入手続以前の期間の保険料につい

て、数か月分ずつに分割して納付するとともに、加入手続後の期間の保険料



については、元夫の分と一緒に毎月Ｂ銀行Ｃ支店で納付したとしているとこ

ろ、Ａ市では、現年度保険料の毎月徴収を開始したのは昭和 62年度からで、

それ以前は３か月ごとの納付であるとしている上、同銀行では同市の収納代

理金融機関となったのは昭和 62 年４月１日からであるとしていることから、

それ以前の現年度保険料は同銀行では納付することはできない。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立

人の国民年金手帳記号番号は、平成８年２月７日に払い出されており、これ

以前に申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらない。Ａ市が保管する申立人の「資格履歴表示」の届出日欄を見ると、

「Ｈ08 01 22」とされていることから、このころに初めて申立人の加入手

続が行われ、その際に、資格取得日をさかのぼって、昭和 57 年１月１日と

する事務処理が行われたものとみられる。このため、申立人は申立期間①当

時、国民年金に未加入となる上、この届出日を基準とすると、申立期間①の

保険料は時効により納付することはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ市から送付された納付書により毎月自

身と元夫の保険料を一緒に遅れずに納付していたとしているところ、ⅰ）申

立人は納付金額についての記憶は無いとしていること、ⅱ）元夫の納付記録

を見ると、申立期間②のうち、平成８年１月から同年６月までの期間及び同

年 12月については未納とされているほか、同年７月から同年 11月までの期

間及び９年１月から同年３月までの期間は過年度納付されていることが確

認できることから、申立人の主張とは相違する上、申立人と元夫が保険料を

一緒に納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間②のうち、平成８年３月から９年３月までは保

険料免除とされているが免除の申請はしていないとしているところ、オンラ

イン記録及びＡ市が保管する申立人の国民年金納付記録共に当該期間は申

請免除とされており、これら記録に齟齬
そ ご

は無く、不自然な点は見受けられな

い。 

３ このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



愛知国民年金 事案 2539 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年４月から 50年 11月までの期間、63年７月及び平成元年

９月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 50年 11月まで 

             ② 昭和 63年７月 

             ③ 平成元年９月 

    申立期間①については、昭和 40 年の夏ごろに夫から私が会社を退職(37

年４月 30日)した時点までさかのぼって国民年金の任意加入手続を行い、国

民年金保険料もさかのぼって納付したと聞いた。加入手続後の保険料は、私

がＡ市Ｂ区の集金人(国民年金推進員)に毎月納付していた。集金人は「不正

を防ぐため。」と言って毎月違う人が来た。加入当時の保険料は月額 100 円

であった。年金手帳の交付を受けたのは 50 年ごろであり、当時手帳は所持

しておらず、集金人が携行していたガリ版刷りの帳簿に捺印していたことを

覚えている。また、申立期間②及び③については、保険料が未納であるとの

電話連絡を受けて、同区役所内の金融機関で私が納付したはずである。申立

期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び申立期

間の国民年金保険料納付のうち遡及
そきゅう

納付については直接関与しておらず、こ

れらを行ったとする夫は既に死亡していることから、申立人の申立期間の加

入手続及び遡及
そきゅう

納付した保険料納付状況について確認することはできない。 

また、申立人は、加入後の保険料については、毎月自宅に来る集金人(国

民年金推進員)に納付し、その際、集金人が携行していたガリ版刷りの帳簿

に捺印していたとしているところ、Ａ市における保険料収納方法は、申立期

間のうち、昭和 50 年３月までは３か月ごとの集金人（国民年金推進員）に



よる国民年金手帳を用いた印紙検認方式を、同年４月からは、納付書方式(規

則検認) を採っていたことから、申立人の主張と相違する上、申立人は年金

手帳を受領したのは同年ごろとしており、本来、年金手帳は、加入手続直後

に発行・交付されるものであることから、加入手続してから約 10 年後に初

めて年金手帳を交付されたとする申立人の主張は不自然である。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出控によると、申立

人の国民年金手帳記号番号は、昭和50年11月７日にＡ市Ｂ区に払い出され、

任意加入被保険者としてその資格取得日は同年 12 月４日とされており、こ

れ以外に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらないことから、申立人の初めての加入手続が行われたのは資格取得

日とされた同年 12 月４日とみられる。このことは、同市が保管する国民年

金被保険者名簿及び申立人が所持する年金手帳の記載内容とも符合する。こ

のため、夫は申立期間においては、厚生年金保険被保険者であったことから、

申立期間は任意加入対象期間となり、制度上、当該期間をさかのぼって国民

年金被保険者資格を取得することはできず、この資格取得日を基準とすると、

申立期間は国民年金に未加入となり、申立人は、当該期間の保険料を納付す

ることはできなかったものとみられる。 

２ 申立期間②及び③について、申立人は、申立期間②及び③の前月まで第３

号被保険者であり、申立期間当時、第１号被保険者種別変更届の手続が必要

であるが、申立人は、申立期間②及び③当時に当該手続を行ったかは覚えて

いないとしている上、申立期間の保険料は、Ａ市Ｂ区役所内の金融機関で納

付したとするのみで、納付時期、納付金額についても明確に覚えていないこ

とから、申立期間②及び③に係る第１号被保険者種別変更手続及び保険料納

付状況の記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録及びＡ市が保管する国民年金被保険者名簿の受付記

録欄を見ると、平成９年３月３日に第３号被保険者の特例措置及び種別変更

届に係る届出が行われたことが記載されている上、同年４月３日に夫が昭和

63 年７月 26 日及び平成元年９月 26 日にそれぞれ厚生年金保険被保険者資

格喪失者とされていることが判明したことに伴い、申立人の資格記録につい

ても、昭和 63年７月 26日第１号被保険者種別変更、同年８月１日第３号被

保険者種別変更、平成元年９月 26日第１号被保険者種別変更、同年 10月２

日第３号被保険者種別変更と記録訂正されていることが確認できる。このこ

とは、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録欄に申立期間②及び③直

後の期間に「第３号特例届提出済」と記載されていることとも符合する。こ

のため、申立人は申立期間②及び③当時、第３号被保険者とされていたこと

となり、申立人は、申立期間の保険料を納付することはできなかったものと



みられる上、記録の訂正が行われた９年４月３日時点では、申立期間の保険

料は時効により納付することはできない。 

３ このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2540 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年 12月から 45年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 12月から 45年５月まで 

    私は、国民年金の加入手続をした覚えが無いのに、昭和 45 年３月と同年

10 月に社会保険事務所（当時）から国民年金保険料払込通知書が送付され

てきた。申立期間の保険料は、義母から３万円借りて、郵便局で同年 10 月

ごろに納付した。申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続を行っていないにもかかわらず、昭和 45 年３

月及び同年 10 月に国民年金保険料の納付書が送付されてきたとしているが、

国民年金加入手続を行っていない者に国民年金保険料の納付書が送付される

ことはないことから、申立人の主張は不合理である。 

また、申立人は、申立期間の保険料を郵便局でさかのぼって一括納付したと

しているが、申立人は、納付時期及び納付金額については覚えていないとして

いることから、申立人の申立期間の保険料納付状況に関する記憶は曖昧
あいまい

である。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳払出簿によると、申立人の国民年

金手帳記号番号は、任意加入被保険者として、昭和 53年 11月 30 日にＡ町で

払い出され、その資格取得日は 54年１月 12日とされており、これ以前に申立

人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないこ

とから、申立人の初めての加入手続が行われたのは資格取得日とされた同年１

月 12 日とみられる。このことは、同町が保管する国民年金被保険者名簿及び

申立人が所持する年金手帳の記載内容とも符合する。このため、夫は申立期間

においては、厚生年金保険被保険者であったことから、申立期間は任意加入対

象期間となり、制度上、さかのぼって国民年金被保険者資格を取得することは



できず、この資格取得日を基準とすると、申立期間は国民年金に未加入となり、

当該期間の保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2541 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年１月から 46年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年１月から 46年 11月まで 

    母親が私の国民年金の加入手続を行い、私と次姉の二人分の国民年金保険

料を集金人（国民年金推進員）に納付してくれていたところを見た覚えがあ

る。次姉は 20 歳から保険料が納付済みとされており、母親は、私たち姉妹

を分け隔てすることはなかったので、私の保険料だけ 20 歳から納めていな

いとは考えられず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする母親は既に死亡していることから、加入手

続及び申立期間の保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、申立人は、申立期間当時、母親が申立人と次姉の二人分の保険料を集

金人（国民年金推進員）に納付していたところを見た覚えがあるとしていると

ころ、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、次姉の国民

年金手帳記号番号は、昭和 47年９月 25日に払い出されており、このころに初

めて次姉の国民年金加入手続が行われ、この加入手続の際に、資格取得日をさ

かのぼって20歳到達日の前日の42年＊月＊日とする事務処理が行われたもの

とみられる。次姉の納付記録を見ると、資格取得した同年＊月から申立期間を

含む国民年金加入期間は納付済みとされているが、次姉の国民年金手帳記号番

号払出日を基準とすると、同年３月から 47 年３月までの保険料は特例納付及

び過年度納付を利用して納付したものとみられ、Ａ市では、集金人は特例納付

及び過年度保険料は取り扱っていないとしていることから、申立人の主張とは

相違する。 



さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は、昭和 49年１月 28日に払い出されており、これ以

前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない

ことから、このころに初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手

続の際に資格取得日を同年３月１日とする事務処理が行われたものとみられ

る。このことは、Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿の記載内容とも符合す

る。このため、この資格取得日を基準とすると、申立期間は国民年金に未加入

となり、当該期間の保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2542 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年１月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年１月から 61年３月まで 

    私が昭和 54 年 10月に国民年金に加入してから平成３年 12月に厚生年金

保険に加入するまでの間、私の国民年金保険料は妻が金融機関で納付してい

たので、申立期間についても納付していたはずである。申立期間の保険料を

納付した記録が無いとされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料納付に直接関与しておらず、これを行

ったとする妻は、申立人が国民年金に加入した昭和 54年 10月から保険料を金

融機関で納付していたとするのみで、申立期間に係る保険料の納付時期、納付

金額及び納付周期については覚えていないとしていることから、申立期間の保

険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録によると、申立人は、昭和 54年 10月に国民年金被保

険者資格を取得し、60 年１月１日に妻が厚生年金保険被保険者資格を取得し

たことにより、同日に国民年金被保険者資格を喪失したこととされている。こ

のことは、Ａ市が保管する申立人の国民年金資格記録情報欄に、資格喪失届が

同年９月６日に提出され、さかのぼって同年１月１日に資格喪失し、同年１月

から同年３月までの保険料が還付されたことが明記されていることとも符合

する上、オンライン記録の過誤納記録欄を見ると、申立期間のうち、既に納付

済みとされていた同年１月から同年３月までの保険料（１万 8,660円）が、資

格喪失届が提出されたことを理由に同年 10 月８日に還付決定され、同年 10

月 24 日に申立人名義のＢ信用金庫Ｃ支店の普通預金口座に振り込まれたこと

が明記されており、これら記録に齟齬
そ ご

は無く、不自然な点は見受けられない。



このため、この被保険者資格喪失後の申立期間は任意加入対象期間となるが、

申立人及びその妻共に任意加入手続を行った記憶は無い上、申立期間は国民年

金に未加入となり、妻が当該期間の保険料を納付することはできなかったもの

とみられる。 

さらに、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらない上、妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知厚生年金 事案4492 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年５月１日から47年３月22日まで 

私は、最初に勤務したＡ社を退職後、会社の手続により脱退手当金をもら

った覚えはあるが、Ｂ社を退職後に、脱退手当金をもらった記憶は無い。 

Ｂ社退職後は、結婚のため引っ越しをし、脱退手当金が支給されたことと

されている時期は、長男出産の２か月前であり、社会保険事務所（当時）に

請求のために出向くことなどできるはずもなかった。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示がなされているとともに、申立期間の脱退手

当金は支給額に計算上の誤りは無い上、脱退手当金裁定請求書によると、社会

保険事務所は、申立てに係る事業所の資格を喪失した約１年２か月後の昭和48

年５月17日に当該裁定請求書を受理し、同年７月４日に支給決定、支払を行っ

たことが確認できるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、当該裁定請求書にはＢ社及びＡ社の名称と所在地が記載されているこ

とから、申立人のＢ社における資格喪失後に同社及びＡ社に係る脱退手当金が

請求されたものと考えられる上、住所欄には結婚直後の住所と共に夫の氏名方

と記載されていることが確認できる。 

さらに、申立人から聴取してもＢ社については受給した記憶が無いというほ

かに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4498 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 50年 10月から 51年 11月まで 

 ② 昭和 52年 10月 

私は、Ａ社に正社員として継続して勤務しており、申立期間当時、残業代

が大きく減少したことは無いので、標準報酬月額が下がっていることに納得

できない。調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社は、「当時の給与額及び厚生年金保険料の控除額

が分かる賃金台帳等の資料は保管していない。しかし、当社では、昭和 49 年

度までは１年間に４回賞与を支給したが、50 年度からは３回に変更した。年

３回しか支給されない場合には、当該賞与は、標準報酬月額の算定の基となる

報酬から除外されるため、必然的に、同年度の定時決定時からは、標準報酬月

額が引き下げられたのではないか。」と回答しているところ、申立人と同時期

に同社Ｂ支店において厚生年金保険被保険者資格を取得し、かつ、申立人の生

年月日に近い同僚14人のオンライン記録を確認したところ、このうち11人は、

昭和 50年 10月の定時決定時に、申立人と同様に標準報酬月額が引き下げられ

ている。 

また、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票について、申立

人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記録と一致している

上、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡も見当たらない。 

申立期間②について、申立人の標準報酬月額は、昭和 51年 12月から 52年

９月までは 30等級（20万円）であったが、同年 10月に 29等級（19万円）に

引き下げられ、更に、翌 11 月に 31 等級（22 万円）に引き上げられており、

申立人は、このうち、同年 10 月の引下げについて納得できないと主張してい



る。 

しかし、標準報酬月額の変更は、当時、毎年、５月から７月までの３か月間

に実際に支払われた給与の総額を３で除した額を標準報酬月額等級表に当て

はめて決めることとされており、例えば、時間外勤務手当等の額が前年より少

額となる場合には、標準報酬月額が引き下げられるところ、Ａ社では、「当時

の資料が無いので推測ではあるが、一時期、残業代等が少なくなったのではな

いか。また、当時も現在と同じように、８月に、４月にさかのぼって昇給差額

をまとめて支給していたと思われるので、この差額支給分が加わったために、

11月には随時改定を行って標準報酬月額を引き上げたのではないかと思う。」

と回答している。 

また、申立人と同様、昭和 52 年 10 月に標準報酬月額が引き下げられ、翌

11 月に、同年９月より上に標準報酬月額が引き上げられている同僚が複数見

られる。 

さらに、申立人のＡ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の標

準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記録と一致している上、さ

かのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡も見当たらない。 

このほか、申立期間①及び②について、複数の同僚は、「給与の明細は覚え

ていない。」としており、いずれも給与から源泉控除されていた厚生年金保険

料について確認できる給与明細書等の資料を保持していない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4499 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月１日から同年６月１日まで 

 私が記憶しているＡ社の退職日と、厚生年金保険の被保険者資格喪失日が

相違していることが分かった。同社には、昭和 57 年５月末まで勤務してい

たと思うので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、昭和 61 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってい

る上、商業登記簿謄本によると、63 年３月＊日に解散しているとともに、同

社の事業主は死亡していることから、申立人の同社における退職時期及び厚生

年金保険の取扱いについて確認できない。 

また、雇用保険の記録によると、申立人のＡ社における離職日は、昭和 57

年３月 31 日とされており、当該離職日の翌日は、厚生年金保険の被保険者資

格喪失日と一致している。 

さらに、申立人の元夫に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立人は、Ａ社における厚生年金保険の被保険者資格喪失日と同日の昭和 57

年４月１日付けで、元夫の被扶養者となっていることが確認できる。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚二人のうち一人は、申立期間においてＡ

社における厚生年金保険被保険者記録が認められるものの、既に死亡しており、

残る一人は、「申立人のことは覚えているが、在籍していた期間については、

はっきりと覚えていない。私は、Ａ社を退職後、すぐに国民年金に加入した覚

えがあり、私自身の年金記録を確認したところ、確かにそのような記録となっ

ていたので、同社における厚生年金保険の資格喪失日に間違いは無いと思う。」

と証言している。 



このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4500 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和55年１月21日から同年４月１日まで 

    私は、昭和55年１月18日に、助教諭臨時免許状を受け、その後１年３か月

間、Ａ校に講師として勤務した。同年４月１日以降については、共済年金の

記録があるが、申立期間については、共済年金の記録が無いので、厚生年金

保険に加入していたと考えられる。調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ教育委員会から提出された履歴書及び履歴事項証明書により、申立人が申

立期間にＡ校に勤務していたことは認められる。 

しかし、Ｂ教育委員会から提出された「公立学校の期限付任用職員等の健康

保険、厚生年金保険及び雇用保険取扱要綱」により、公立学校に勤務する期限

付任用職員等（任用期間が２か月を超え、かつ、１週間当たりの勤務時間が29

時間以上の者）については、昭和61年４月１日から、厚生年金保険等の社会保

険を適用する旨の取扱いが定められていることが確認できるところ、同教育委

員会Ｃ事務所は、「申立期間当時は、申立人のような立場の期限付任用職員を、

厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていなかった。したがって、申立人に

関し、厚生年金保険関係の手続は何も行っていない。」と回答している。 

また、Ｄ共済組合Ｅ支部は、「当時、公立学校に勤務する期限付教職員のう

ち、６か月以上の勤務期間を要する常勤職員については、共済組合に加入させ

ていた。しかし、申立人については、勤務を要する期間が約２か月であるため、

共済組合への加入資格は無かった。現に、申立期間については、共済組合員名

を記載した台帳に、申立人の名前は見当たらない。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4501 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和27年２月末ごろから28年４月３日まで 

② 昭和39年３月末ごろから同年10月１日まで 

申立期間①について、私は、Ａ事業所に、昭和27年２月末日から28年８月

21日まで継続して勤務していたにもかかわらず、27年２月から28年３月まで

の厚生年金保険の記録が無い。 

また、申立期間②について、Ａ事業所に、昭和39年３月末日から40年２月

26日まで継続して勤務していたにもかかわらず、39年３月から同年９月まで

の厚生年金保険の記録が無い。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ事業所の事業主（申立人の兄）及び同事業所の複数

の同僚の証言から判断して、申立人が当該期間において同事業所に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、Ａ事業所は、「平成２年５月15日に織物業を廃業した際に、人事記

録及び厚生年金保険関係の資料を処分したので、申立人の厚生年金保険の取扱

い等については分からない。」と回答しており、申立人の申立期間①の厚生年

金保険の取扱いについて確認できない。 

また、Ａ事業所の事業主は、「当時、私の父親がＡ事業所の事業主だった。

しかし、身内については、仕事振りを見て賃金の額を決め、これを報酬として

支払っており、厚生年金保険には加入させていなかった。」と回答していると

ころ、申立期間当時、申立人のほかに、事業主の親戚が７人、同事業所に勤務

していたものと認められるが、このうち、厚生年金保険の被保険者記録が認め

られる者は１人だけであり、当時の事業主（申立人の父）及び上記同事業所の



事業主を含む６人には、被保険者記録が認められない。 

さらに、申立人が名前を挙げた複数の同僚（親戚）は、「私は、Ａ事業所に

勤務していた。しかし、理由は分からないが、厚生年金保険には加入させても

らえなかった。」旨証言している。 

加えて、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出票、厚生年金保険被保険者

台帳（旧台帳）、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録にお

ける申立人の被保険者資格の取得日（昭和28年４月３日）は、いずれも一致し

ていることが確認できる上、当該名簿の備考欄に「28.4.6」と社会保険事務所

（当時）における資格取得届出の受付日が記載されている。 

申立期間②について、上述のとおり、Ａ事業所は、当時の資料が無く申立人

の勤務実態等について確認できない旨回答しているところ、同事業所の事業主

は、「申立期間当時、申立人が失業していたことから当社に採用したが、採用

当初は、申立人は、仕事には従事していなかったことを覚えている。」と証言

していることから、期間は特定できないものの、当該期間当時、申立人が同事

業所に在籍していたことはうかがえる。 

 しかし、申立人は、申立期間②当時の同僚の名前を覚えておらず、Ａ事業所

において当該期間に厚生年金保険被保険者記録が認められる複数の同僚は、い

ずれも「申立人のことは覚えていない。また、誰が厚生年金保険に加入してい

たのかまでは、分からない。」旨証言していることから、申立人の当該期間に

係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録における申

立人の被保険者資格の取得日（昭和39年10月１日）は一致していることが確

認できる上、同原票の被保険者証交付等記録の再交付欄には「39.10.6」と、

資格取得後に申立人の厚生年金保険被保険者証が再交付された旨記載されて

いる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成 16年１月 

申立期間における標準報酬月額の記録は 26 万円とされているが、給与支

払明細書の支給額により 28 万円であることが確認できるので、当該期間の

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支払明細書、並びにＡ社（Ｂ社の給与計算を代行）

から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届、賃金台帳及び給与

所得の源泉徴収票により、申立人のＢ社における資格取得時の標準報酬月額が、

平成 16年１月 29日付けで、いったん 28万円として社会保険事務所（当時）

に届けられ、当該標準報酬月額に見合う厚生年金保険料が給与から控除されて

いたことが確認できる。 

しかし、Ａ社から提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認

および標準報酬決定通知書取得時月額訂正届」により、上記の標準報酬月額が

平成 16年３月１日付けで、26万円に訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社は、「創業と同時に標準報酬月額を決定することが困難であった

ため、資格取得時の標準報酬月額を概算でいったん 28 万円と決定して社会保

険事務所に届け出た。しかし、その後、報酬月額が確定できた段階で、社会保

険事務所に訂正届を提出し、標準報酬月額を 26 万円に訂正した。これは、申

立人に限らず、ほかの従業員についても同様の手順で処理しており、過徴収と

なった保険料は、以後の給与で調整している。」と回答しているところ、オン

ライン記録により、申立人と同様にＢ社の厚生年金保険の新規適用日（平成

16年１月 10日）に被保険者資格を取得している同僚 19人のうち、18人につ

いては、申立人と同様に同年３月１日付けで、標準報酬月額が訂正（引下げ）

されていることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年 10月１日から 29年８月２日まで 

昭和 28年 10月１日から 32年３月末まで、Ａ社に所属し、Ｂ社に派遣さ

れて役員専属運転手として勤務した。 

しかし、申立期間について厚生年金保険の記録が無いので、当該期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社（申立人が申立期間の後に勤務した事業所）から提出された申立人の履

歴書に、申立人のＡ社における入社日が昭和 29 年４月と記載されていること

から判断して、申立人は、申立期間のうち、同年４月以後の期間において同社

に勤務していたことがうかがわれる。 

しかし、Ａ社は、「当時の関係資料が全く無いので、何も分からない。」と回

答しており、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いにつ

いて確認できない。 

また、申立人の妻が名前を挙げた同僚は、「私は、申立人の紹介で昭和 31

年 11 月ごろにＡ社に入社し、それから半年間ぐらいは申立人と同社で一緒に

勤務した。」と証言しているところ、当該同僚は、オンライン記録により、入

社から約半年後の昭和32年５月11日に厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる。 

さらに、Ａ社の複数の同僚は、「ハイヤーやタクシーの運転手については、

道を覚えるまでの間、見習期間があったと思う。」旨証言していることから、

当時同社では、入社後直ちにすべての従業員について厚生年金保険の被保険者



資格を取得させていなかった状況がうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に申立人

の名前は見当たらず、健康保険整理番号の欠番も確認できない。 

 このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4504 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月ごろから２年６月末ごろまで 

 私は、申立期間当時、視野の広い、見識の卓越した者を求めていたＡ社に、

新聞の求人欄を見て入社し、部署等を特定せず就業した。その間、社長等幹

部から直に指図、相談等を受け全般的な仕事を行っていた。 

 申立期間について、給与から厚生年金保険料を控除されていたはずである

ので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、「申立期間において、Ａ社で社長等幹部から直接指示を受け全般

的な仕事に従事していた。」と主張しているが、Ａ社は、「当時の関連資料を保

管していないため、申立人が勤務していたかどうか分からない。」と回答して

いる。 

また、当時の事業主は、既に死亡しており、当時の複数の取締役、総務部

長を含む複数の管理職及び申立期間において厚生年金保険の記録のある複数

の同僚は、いずれも申立人を記憶しておらず、申立人の勤務実態等について確

認できない。 

 さらに、オンライン記録によると、国民年金の第３号被保険者であった申立

人の妻は、平成元年４月１日から申立人がＢ社で厚生年金保険被保険者資格を

取得する２年７月２日までの期間において、第１号被保険者として国民年金保

険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4505 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和61年９月から平成４年８月まで 

  Ａ社に在職中、給与は毎年昇給があり、年ごとに所得増加が確かにあった

と記憶しているが、ねんきん定期便の記録を見ると、申立期間においてほと

んど標準報酬月額の増加が見られない。申立期間の標準報酬月額を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の顧問労務管理事務所は、「申立期間中、Ａ社に係る厚生年金保険の届

出手続を行い、同社に厚生年金保険料額を連絡していた。」と回答していると

ころ、同労務管理事務所が保管する申立人に関する社員台帳には、社会保険事

務所（当時）に提出した届出を基に標準報酬月額の履歴が転記されており、オ

ンライン記録の標準報酬月額の推移と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社には、申立期間当時の申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控除

を確認できる資料は保管されていない。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案4506 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①、②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧について、厚生年金

保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立人は、申立期間⑨について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和57年３月17日から同年10月１日まで 

② 昭和58年１月５日から同年９月21日まで 

③ 昭和58年10月６日から同年12月16日まで 

④ 昭和58年12月21日から59年２月26日まで 

⑤ 昭和59年６月７日から60年９月20日まで 

⑥ 昭和60年10月10日から同年11月８日まで 

⑦ 昭和61年５月１日から平成元年４月１日まで 

⑧ 平成２年５月１日から４年１月16日まで 

⑨ 昭和60年11月ごろから61年５月ごろまでのうち 

約１か月 

申立期間①、②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧に係る標準報酬月額は、残業

手当等が加算されていないと思われることから、実際に受け取っていた給与

額に見合ったものとなっていない。調査して、当該期間の標準報酬月額を訂

正してほしい。 

また、申立期間⑨については、１か月ほど勤務したが、厚生年金保険被保

険者記録が無いので、被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認通知書に記載されている標準報酬月額は、オンライン記録の標準報

酬月額と一致している。 



また、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定内訳

書によると、申立人の標準報酬月額は、昭和57年10月の定時決定により、増額

される予定であったが、申立人が同年10月１日に資格喪失したことにより、当

該決定が行われなかったことが確認できる。 

さらに、Ａ社は、賃金台帳等の資料を保管していないことから、申立人の当

該期間の報酬月額及び保険料控除額について確認できないと回答している。 

申立期間②について、Ｂ社は、平成16年12月21日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、元事業主は、賃金台帳等の資料を保管していないと回

答していることから、申立人の当該期間の報酬月額及び保険料控除額について

確認できない。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認しても、申立人

の標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致しており、さかのぼ

って訂正された形跡も無い。 

一方、申立人の標準報酬月額は、Ｂ社において被保険者資格を取得した３か

月後の昭和58年４月から随時改定により増額されており、入社以降の勤務時間

等に応じた残業手当等が加算された額に改定されたものと考えられるところ、

申立人は、その後、同年９月21日に被保険者資格を喪失している。 

申立期間③について、Ｃ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認通知書及び健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書に

記載されている標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致してい

る。 

また、Ｃ社は、当時の賃金台帳等の資料を保管していないと回答しているこ

とから、申立人の当該期間の報酬月額及び保険料控除額について確認できない。 

さらに、申立人は、Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者資格を、入社から約２

か月で喪失しており、標準報酬月額が入社以降の勤務時間等に応じた残業手当

等が加算された額に改定される機会も無かったものと考えられる。 

申立期間④及び⑤について、Ｄ社及びＥ社は、当時の賃金台帳等の資料を保

管していないことから、申立人の当該期間の報酬月額及び保険料控除額につい

て確認できないと回答している。 

また、Ｄ社及びＥ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認しても、

申立人の標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致しており、さ

かのぼって訂正された形跡も無い。 

さらに、Ｆ厚生年金基金が保管する申立人に係る厚生年金基金加入員台帳に

よれば、申立期間⑤のうち、申立人が同基金に加入していた昭和60年６月１日

から同年９月20日までの期間の標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月

額と一致している。 

加えて、申立期間④については、申立人は、Ｄ社に係る厚生年金保険被保険

者資格を、入社から約２か月で喪失しており、標準報酬月額が入社以降の勤務



時間等に応じた残業手当等が加算された額に改定される機会も無かったもの

と考えられる。 

その上、申立期間⑤については、申立人の標準報酬月額は、Ｅ社において被

保険者資格の取得日から約４か月後の昭和59年10月に定時決定されており、同

年６月及び同年７月の残業手当等を加減した額で決定されたものと考えられ

るところ、申立人の残業手当等の支給額について確認できない。 

 申立期間⑥について、Ｇ社は、平成16年５月19日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、元事業主は、賃金台帳等の資料を保管していないと回

答していることから、申立人の当該期間の報酬月額及び保険料控除額について

確認できない。 

また、Ｆ厚生年金基金が保管する申立人に係る厚生年金基金加入員台帳によ

れば、申立人が同基金に加入していた当該期間の標準報酬月額は、オンライン

記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

さらに、申立人は、Ｇ社に係る厚生年金保険被保険者資格を、入社から約１

か月で喪失しており、標準報酬月額が入社以降の勤務時間等に応じた残業手当

等が加算された額に改定される機会も無かったものと考えられる。 

申立期間⑦について、Ｈ事業所は、平成８年１月25日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっている上、事業主は、既に他界していることから、申立人

の当該期間の報酬月額及び保険料控除額について確認できない。 

また、申立人は、「Ｈ事業所で傷病手当金を毎月16万円ほど受給していた。」

と主張しているが、健康保険厚生年金保険被保険者原票及び全国健康保険協会

の記録によると、申立期間のうち、昭和61年10月31日から63年４月30日までの

期間について、オンライン記録の標準報酬月額（16万円）に基づいて算出され

た傷病手当金（10万円を超えない額）が支給されていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録によれば、Ｈ事業所における申立人の厚生年金保険

被保険者報酬月額算定基礎届及び同月額変更届は、当該届出に係る標準報酬月

額の決定の約１か月前後に処理されており、社会保険事務所（当時）の事務処

理に不自然な点は見当たらない。 

申立期間⑧について、Ｉ事業所は、当時の賃金台帳等の資料を保管していな

いことから、申立人の当該期間の報酬月額及び保険料控除額について確認でき

ないと回答している。 

また、申立人の標準報酬月額は、Ｉ事業所における被保険者資格の取得日か

ら５か月後の平成２年10月に定時決定されており、同年５月から同年７月まで

の当直手当等を加算した額により決定されたものと考えられるところ、申立人

の当直手当等の支給額について確認できない。 

さらに、オンライン記録によれば、Ｉ事業所における申立人の厚生年金保険

被保険者報酬月額算定基礎届及び同月額変更届は、当該届出に係る標準報酬月

額の決定の約１か月前後に処理されており、社会保険事務所の事務処理に不自



然な点は見当たらない。 

 このほか、申立期間①、②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧について、申立人が

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①、②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧について、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

申立期間⑨について、Ｊ社から提出された賃金台帳により、申立人は、当該

期間において同社に勤務していたことが認められる。 

しかし、当該賃金台帳によると、申立人は、申立期間⑨に係る厚生年金保険

料を給与から控除されていないことが確認できる。 

また、Ｊ社は、「タイムカードが無いため、申立人の退職日は不明であるが、

賃金台帳によると、申立人の勤務期間は昭和 61年１月 26日から 18日間とな

っていることから、給与締切日前に退社したので年金加入手続をしていないよ

うである。」と回答している。 

このほか、申立期間⑨について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間⑨に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4507 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月 20日から９年１月１日まで 

    私は、平成７年 10月 20日にＡ社に入社したが、正社員としての採用だっ

たので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の当時の事業主の妻（申立人の母親）の証言内容から判断して、申立人

は、勤務の開始時期は定かでないが、申立期間当時に同社に勤務していたこと

は推認できる。 

   しかしながら、当時の事業主の妻は、「申立人は、申立期間についてはアル

バイトとしての雇用であり、修業に出していた前職のＢ社を辞めたため、次の

仕事が見付かるまでのつなぎと考えていた。」と証言している。 

   また、健康保険の記録によると、申立人は、申立期間において、当時の事業

主（申立人の父親）の被扶養者であったことが確認できる。 

   さらに、Ａ社に係るオンライン記録の申立期間における健康保険の整理番号

に欠番は見られない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4508  

   

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  : 昭和 57年４月 21日から 58年４月 21日まで  

    被保険者記録では、Ａ社での資格取得日が昭和 58年４月 21日とされてい

るが、私の記憶では、57年４月 21日に同社に入社したので、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の元同僚の証言、及び申立期間中の昭和 57 年＊月＊日に亡くなった

申立人の父の葬儀にＡ社から生花が届けられた記録が残っていることから判

断して、申立人は、入社時期は定かでないが、申立期間当時に同社に勤務して

いたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社は、「申立人の在籍期間、申立てに係る届出及び保険料

納付など、いずれも不明である。」と回答しており、申立人の入社時期及び申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   また、当時の管理者は、「特に、清掃の仕事をしていた社員の中には、保険

料を天引きされるより手取り額が多くなることを望み、国民年金保険料を納付

しているので、厚生年金保険には加入しなくてもよいと言う者もいた。」と証

言しているところ、オンライン記録によると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 57年４月から 58年３月までの期間において国民年金に加入し、当該保険料

を納付していることが確認できる。 

   さらに、申立人のＡ社における雇用保険の記録は、厚生年金保険の記録と一

致していることが確認できる。 

   加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立期間における

健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4509 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成11年11月29日から15年11月28日まで 

    私は、申立期間について、Ａ社で正社員として勤務したのに、厚生年金保

険の記録が無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された在職証明書により、申立人は、申立期間において同社に

勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社は、「申立人は、申立期間については、定年後の再雇用

として当社に在籍していたので、厚生年金保険の被保険者ではなかった。」と

証言している。 

また、Ｂ企業年金基金から提出された加入員資格喪失届により、申立人は、

平成11年11月29日に加入員資格を喪失していることが確認できる上、当該加入

員資格の喪失日は、オンライン記録の資格喪失日と一致している。 

さらに、Ｃ健康保険組合は、「申立人は、昭和58年２月21日から平成11年11

月28日までは当組合の被保険者であったが、同年11月29日から12年４月10日ま

では任意継続被保険者であった。」と回答している上、申立人は、同組合の任

意継続被保険者の資格を喪失した平成12年４月11日以降は、国民健康保険の被

保険者記録が確認できる。 

加えて、雇用保険の記録によると、Ａ社における離職日（平成11年11月28

日）の翌日は、オンライン記録の資格喪失日と一致している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4510 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年５月から 42年 12月まで 

Ａ社の下請であるＢ社で季節労働者として父と一緒にＣ高速道路建設工

事の仕事に従事していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間

について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録が申立期間の大部分（昭和 41 年５月 19 日から 42 年 10 月

23 日まで）において確認できること、Ｂ社の事務所の位置、寄宿舎周辺の様

子、工事現場までの経路などについての申立人の説明は具体的である上、Ｄ社

が「当時のＣ高速道路工事の工事業者はＡ社である。」と回答していること、

Ａ社が「当時のＣ高速道路工事の下請リストにＢ社の社名が確認できる。」と

回答していることなどから、申立人が申立期間の大部分においてＢ社に勤務し

ていたことは認められる。 

しかし、申立期間にＢ社において厚生年金保険被保険者記録が確認できる者

の一人は、「私は、正社員で入社し、健康保険組合の第一種組合員であった。

第一種組合員は、全員が厚生年金保険に加入していたと思うが、現場作業員は、

第二種組合員であり、第二種組合員の厚生年金保険の取扱いについては分から

ない。」と証言している。 

また、Ｂ社は、「40年も前の資料は残っておらず、当時の事情を知っている

者もいないため、当時の厚生年金保険の取扱いについては不明。」と回答して

いる上、申立人は上司や同僚を記憶しておらず、申立人が一緒に働いていたと

する申立人の父は死亡しているため、申立人の申立期間における厚生年金保険

の取扱いについて確認できない。 

さらに、申立人が、「Ｂ社で季節労働者として一緒にＣ高速道路建設工事の



仕事に従事していた。」としている申立人の父は、申立期間は国民年金の納付

済期間であることが確認できる。 

加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に、申立

人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4511 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年１月 15日から 39年３月１日まで 

Ａ社に継続して勤務しており、中途退職していないのに、年金の記録が途

切れているのはおかしい。申立期間について、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主及び複数の同僚の証言から、申立人が、申立期間当時、同社に

勤務していたことはうかがえる。 

しかし、当時の同僚は、「申立期間当時、Ａ社では事業主の姉が社会保険事

務を担当していた。当時は会社の経営状況が芳しくなかったため、一時、資格

喪失させたのではないか。」と証言している。 

また、別の同僚は、「私は、昭和 28年ごろからＡ社で働き始め、一度退職し

た時期はあったものの、申立期間は同社に勤務していた。」と証言していると

ころ、当該同僚は、申立人がＡ社において被保険者資格を再度取得した日（昭

和 39 年３月１日）に初めて同社において被保険者資格を取得しており、最初

に勤務した期間に係る同日以前の被保険者記録が確認できないことから、申立

期間当時の同社では、すべての従業員を対象に被保険者資格を取得させていな

かった状況がうかがえる。 

さらに、Ａ社は、「当時の資料は無く、申立てに係る届出及び保険料納付に

ついては不明。」と回答している上、同社で社会保険事務を担当していた事業

主の姉は、既に死亡しており、申立人の申立期間における厚生年金保険の取扱

いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4512 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年４月から 44年６月まで 

                          ② 昭和 44年６月から 45年 11月まで 

私は、昭和43年４月にＡ社に入社し、44年６月ごろ、間をおかずにＢ社に

転職して、45年11月まで勤務していた。厚生年金保険料を控除されていたこ

とを証明する資料は無いが、申立期間について、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立期間当時のＡ社の事業主の証言により、勤務期間

は明らかでないが、申立人が同社に勤務していたことが認められる。 

   しかし、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所であった記録が確認できない。 

また、当該事業主は、「法人として登記はしていたが、小さな店なので、社

会保険も雇用保険も加入していなかった。当然、厚生年金保険料も給与から控

除していなかった。」と証言している上、オンライン記録によると、当該事業

主には厚生年金保険の記録は無い。 

申立期間②について、申立期間当時のＢ社の事業主の妻は、「私が結婚した

昭和 46 年には、申立人は既に退職していたが、元従業員だった人として記憶

している。」と証言しており、勤務期間は明らかでないが、申立人が同社に勤

務していたことがうかがえる。 

しかし、Ｂ社は、厚生年金保険の適用事業所であった記録が確認できない。 

また、当該事業主の妻は、「法人として登記はしていたが、小さな店なので、

社会保険も雇用保険も加入していなかった。当然、厚生年金保険料も給与から

控除していなかった。」と証言している上、オンライン記録によると、当該事

業主及びその妻には厚生年金保険の記録は無い。 



このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4513（事案 131の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和32年３月16日から同年12月１日まで 

私は、中学校の紹介により、卒業した昭和 32年３月にＡ社に入社したが、

厚生年金保険被保険者の資格取得日が同年 12 月１日とされているため、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい旨の年金記録

確認の申立てをしたところ、平成 20 年７月９日付けで、申立期間について

は年金記録の訂正は必要でないとする通知文書をもらった。 

しかし、私は、父が私の給与から厚生年金保険料を控除されていることを

確認していた記憶があり、試用期間があったとは考えられないので、申立期

間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社における申立人の同僚２人のうち１

人は、申立人を記憶しており、入社の時期は３人とも昭和 32 年３月下旬であ

ったとしていることから、申立人が申立期間に同社に勤務していたことについ

ては推認できるところ、この２人の同僚についても厚生年金保険の資格取得時

期は、同年９月１日と同年 12 月１日であり、申立期間当時の同社では、すべ

ての職員が入社と同時に厚生年金保険被保険者資格を取得していたわけでは

なかったことがうかがえることから、申立人が申立期間において厚生年金保険

の被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできないとして、平成 20 年７月９日付け年金記録の訂正は必要

でないとする旨の通知が行われている。  

これに対し、申立人は、「申立期間が試用期間であったとは考えられない。」

と主張しているが、今回の再申立てに際し、申立期間における厚生年金保険料

の控除をうかがわせる関連資料等は提示されておらず、当該主張のみでは、委

員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4514 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年９月から 10年９月まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険料は、月々の固定給である

15万円又は 20万円を基にして控除されている。しかし、同社では、固定給

に加え歩合給が支給されており、記録されている標準報酬月額である 15 万

円又は 20 万円より高い金額をもらっていたため、適正な標準報酬月額に変

更してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額が相違しているとして、Ａ社における給

与明細書、外交員の報酬・料金に対する所得税源泉徴収簿、個人別売上明細書・

販売手数料計算書及び健康保険・厚生年金保険・保険料変更通知書の写しを提

出して申し立てているところ、これらの資料で確認できる報酬月額に見合う標

準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額であることが確認で

きる。 

しかし、当該外交員の報酬・料金に対する所得税源泉徴収簿（平成６年分）

及び個人別売上明細書・販売手数料計算書の写し（平成５年12月及び８年５月

分）においては、厚生年金保険料の控除は確認できない。 

また、申立人から提出された平成８年４月度の給与明細書に記載されている

保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致

していることが確認できるとともに、申立人から提出された支給年の記載の無

い給与明細書については、当該給与明細書における厚生年金保険料、健康保険

料、雇用保険料及び源泉所得税の額から判断して、「３月」と記載されている

ものは３年又は４年３月の給与明細書、「９月」、「11月」及び「12月」と記載



されているものは３年当該月の給与明細書であると考えられるところ、当該給

与明細書に記載されている保険料控除額に見合う標準報酬月額も、オンライン

記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

さらに、申立人から提出された健康保険・厚生年金保険・保険料変更通知書

の写しに記載されている保険料額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の

標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

加えて、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、申

立期間当時の事業主は、既に死亡しており、申立人の申立期間における報酬月

額及び保険料控除額について確認できない。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案4515 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和26年４月から同年10月まで 

      ②  昭和27年７月から30年９月まで 

    私は、申立期間①については、Ａ社に勤務し、申立期間②については、Ｂ

社に勤務した。上司及び同僚の名前は覚えていないが、勤務していたことは

間違いないので、申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、商業登記簿によると、Ａ社は既に解散しており、当時

の事業主及び役員の所在も明らかでないことから、申立人の同社における勤務

実態等について確認できない。 

また、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所であった記録が確認できない。 

さらに、申立人は、「Ａ社は自分のほか、同僚７人が勤務していた。」と証言

しているものの、同僚の名前を記憶しておらず、連絡先も把握していないため、

申立人の主張を裏付ける証言を得られない。 

申立期間②について、Ｂ社が請け負った公共工事の内容及び時期に係る申立

人の記憶は、国土交通省が保存している資料で確認できる同社の請負工事の内

容と符合していることから、勤務期間は明らかでないが、申立人が同社に勤務

していたことはうかがえる。 

しかし、Ｂ社は、厚生年金保険の適用事業所であった記録が確認できない。 

また、商業登記簿によると、Ｂ社は既に解散しており、当時の事業主及び役

員の所在も明らかでなく、申立人も同社の同僚を記憶していないことから、申

立人の申立期間②に係る厚生年金保険の控除について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい



て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、申立人は、Ａ社及びＢ

社における厚生年金保険料の控除について記憶が無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


